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第１章 目的

1

第１章 目的

１ 目的及び位置付け

本要綱は、大規模広域災害発生時に、関西広域連合（以下「広域連合」という。）及び構成団

体が、連携県、市町村及び関係機関・団体と連携し、関西圏域として円滑に応援・受援を行うこ

とを目的に、広域連合及び構成団体の応援・受援に係る標準的な体制や活動の内容・手順等を定

めるものである。

また、広域連合及び構成団体以外の関係機関・団体が災害対応として実施する業務を本要綱に

明示することにより、それぞれ異なる役割を担って災害対応に関わる多様な主体の連携・協力が

円滑に行われ、効率的・効果的な災害対応に資することを期待する。

本要綱は、広域連合規約、広域連合広域計画及び関西防災・減災プランに基づき、「近畿圏危

機発生時の相互応援に関する基本協定」等との整合を図り作成するものであり、他の相互応援協

定等に基づく応援を妨げるものではない。

２ 運用方針

本要綱は、以下の方針により運用する。

・大規模広域災害発生時、広域連合及び構成団体は、連携県、市町村及び関係機関・団体と連

携し、本要綱に基づき、迅速に応援・受援を実施する。

・本要綱に定めのない事項や最大規模の南海トラフ巨大地震クラスの大規模広域災害に対して

も、本要綱に定める応援・受援に係る標準的な体制・活動手順等を基本に、柔軟に対応する。

・関西圏域外の大規模広域災害に対しても、本要綱の定めを準用して被災都道県・市町村の応

援に当たる。

３ 要綱の改訂

本要綱は、関西防災・減災プランに基づき作成するものであることから、同プランの策定・改

定に応じて順次改訂を行う。また、毎年、異なるテーマを設けて訓練を実施し、検証を重ねるほ

か、災害対応から得られた知見を反映させるなど、より適切なものとなるよう継続的に改訂を行

う。

第１版（平成 25年３月作成）では、関西防災・減災プランの分野別対策編のうち、既に策定

済みの地震・津波災害対策編に基づき応援・受援の手順を定めている。

今後、原子力災害対策編、感染症対策編、風水害対策編等が策定された際は、順次内容を見

直し、改訂を行う。
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第２章 基本的な枠組み

１ 本要綱における用語の定義

用 語 定 義

大規模広域災害 被害が複数の都道府県にまたがり、または単独の都道府県でも被害の規模が

甚大で、広域的な対応が必要とされる災害をいう。

構成府県 広域連合構成団体のうち、広域防災事務に参加する６府県（滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、和歌山県、徳島県）をいう。

構成政令市 広域連合構成団体のうち、広域防災事務に参加する４政令市（京都市、大阪

市、堺市、神戸市）をいう。

構成団体 構成府県及び構成政令市をいう。

（参考）広域連合は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県及び

徳島県並びに京都市、大阪市、堺市及び神戸市の７府県４政令市により構

成されるが、広域防災事務については、鳥取県を除く６府県４政令市が参

加している（平成 25 年３月現在）。

連携県 鳥取県並びに広域連合の連携団体である福井県、三重県及び奈良県の４県を

いう。

関係機関・団体 ①関係広域機関（中央省庁、国出先機関、広域実動機関）、②応援協定ブロッ

ク（九州地方知事会、中部圏知事会）及び全国知事会、③企業・団体・ボラ

ンティア等の総称をいう。

広域実動機関 複数府県域で活動する消防、警察、自衛隊、海上保安庁の総称をいう。

関西圏域 構成府県及び連携県の区域をいう。

被災府県 大規模広域災害により被災した構成府県及び連携県をいう。ただし、本要綱

の運用方針（p.1）により、「関西圏域外の大規模広域災害に対しても、本要

綱の定めを準用して被災都道県・市町村の応援に当たる」としており、その

場合、関西圏域外の被災した都道県も含む。

被災政令市 大規模広域災害により被災した構成政令市をいう。

被災市町村 被災府県内の被災市町村（被災政令市を含む。）をいう。

応援府県 本要綱に基づき被災府県・市町村の応援を行う構成府県及び連携県をいう。

応援政令市 本要綱に基づき被災府県・市町村の応援を行う構成政令市をいう。

応援市町村 本要綱に基づき被災府県・市町村の応援を行う応援府県内の市町村（応援政

令市を含む。）をいう。

カウンターパー

ト方式

複数の府県が被災した場合において応援府県・政令市に特定の応援先となる

被災府県を割り当てて応援する応援方式をいう。

幹事府県 カウンターパート方式による場合において、同一の被災府県を割り当てられ

た応援府県・政令市間の連絡調整を行うとともに、これらを代表して当該被

災府県及び広域連合と連絡調整を行う応援府県をいう。
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＜構成政令市及び市町村に関する記述について＞

① 構成政令市の役割・業務

本要綱の連絡調整方針（p.６）において、構成政令市と広域連合との連絡調整は直接行うこ

とを基本としている。一方で、災害対策基本法上、政令指定都市と一般市町村の役割は特に区

別されていないことから、構成政令市の役割・業務は、特に注釈のない限り、「被災市町村」「応

援市町村」の欄に記載する。

② 市町村の役割・業務

災害対策基本法により府県は市町村が処理する防災業務の実施を助け、かつ、その総合調整

を行なう責務を有することとされている。また、関西防災・減災プランでは、応援府県は、市

町村と連携し、被災府県・市町村の支援を行うこととしている。このため、本要綱では、被災

市町村及び応援市町村の役割・業務についても、応援・受援の調整に必要な範囲で記載する。

なお、構成府県は平時から、市町村に対し、本要綱の内容を周知し、運用に当たっての協力

を求める。
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２ 対象とする災害

本要綱の対象とする災害は、被害が複数都道府県にまたがり、または単独の都道府県でも被害

の規模が甚大で、広域的な対応が必要とされる大規模広域災害とする。

本要綱で想定する大規模広域災害による被災パターンは、次表の５つに分けられる。

関西圏域内外にまたがる大規模広域災害が発生した場合、広域連合及び構成団体は、連携県と

連携し、原則として関西圏域内の応援に専念する。

＜大規模広域災害による被災パターン＞

被災地域
被災
都道府県

関西圏域内 関西圏域外

例：南海トラフ巨大地震
複 数

例：生駒断層帯地震 例：東日本大震災

単 独 例：阪神・淡路大震災 例：新潟県中越地震

＜過去の大規模広域災害による被害＞

災害名（発生年月日） 規模 死者数 行方不明者 全壊棟数 避難者数(最大時) 備 考

阪神・淡路大震災
（H7.1.17）

Ｍ7.3 6,434 人 3 人 104,906 棟
316,678 人

（H7.1.23）

出典：阪神・淡路大震災につい
て（確定報）（H18.5 消防庁）、
阪神・淡路大震災－１年の記録
（H8.6 兵庫県）

新潟県中越地震
（H16.10.23）

Ｍ6.8 68 人 0 人 3,175 棟
103,178 人

（H16.10.26）

出典：平成 16 年新潟県中越大
震災による被害状況について
(最終報）（H21.10 新潟県）

東日本大震災
（H23.3.11）

Ｍ9.0
15,881 人

（H25.3.8）
2,668 人

（H25.3.8）
128,801 棟

（H25.3.8）
約 470,000 人
（H23.3.14）

出典：平成 23 年東北地方太平
洋沖地震の被害状況と警察措
置（H25.3 警察庁）

平成 23年台風第 12 号
（H23.8.29～9.7）

－ 82 人 16 人 379 棟
6,460 人

（H23.9.4）

出典：平成 23 年台風第 12 号に
よる被害状況及び消防機関の
活動状況等について（第 20 報）
（H24.9 消防庁）

＜大規模広域災害による被害想定＞

災 害 名 規模 死者数 全壊棟数 避難者数(最大時) 備 考

最大規模の南海トラ

フ巨大地震
Ｍ9.0 約 323,000 人 約 2,386,000 棟 約 9,500,000 人

出典：中央防災会議防災対策推
進検討会議南海トラフ巨大地
震対策検討ワーキンググルー
プの被害想定（H24.8）（H25.3）

頻度の高い南海トラ

フ巨大地震
Ｍ8.7 約 25,000 人 約 940,000 棟 ―

出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H15.9）※東海・
東南海・南海地震

琵琶湖西岸断層帯地

震
Ｍ7.8 2,374 人 85,324 棟 ―

出典：滋賀県及び京都府の被害
想定

花折断層帯地震 Ｍ7.4 約 11,000 人 約 380,000 棟 ―
出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11）

奈良盆地東縁断層帯

地震
Ｍ7.4 約 3,700 人 約 140,000 棟 ―

出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11）

京都西山断層帯地震 Ｍ7.5 約 13,000 人 約 400,000 棟 ―
出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11）

生駒断層帯地震 Ｍ7.5 約 19,000 人 約 560,000 棟 ―
出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11）

上町断層帯地震 Ｍ7.6 約 42,000 人 約 970,000 棟 約 550,000 人
出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11）（H20.5）

中央構造線断層帯地震（金剛

山地東縁－和泉山脈南縁）
Ｍ7.8 約 11,000 人 約 280,000 棟 ―

出典：中央防災会議東南海、南
海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11）

山崎断層帯地震 Ｍ8.0 約 7,500 人 約 180,000 棟
― 出典：中央防災会議東南海、南

海地震等に関する専門調査会
の被害想定（H19.11.1）

※府県ごとの死者数等、詳細は関西防災・減災プラン資料編を参照
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３ 応援の種類

広域連合及び構成団体が連携県と連携して行う応援の種類は、次のとおりとする。

① 応援要員の派遣（斡旋を含む。以下同じ。）

② 物資及び資機材の供給（斡旋を含む。以下同じ。）

③ 避難者及び傷病者の受入れ（斡旋を含む。以下同じ。）

④ ①から③までに掲げるもののほか必要な応援

＜大規模広域災害発生時における主な応援内容＞

応援要員の派遣 物資・資機材の供給 その他

緊急消防援助隊（消防防災ヘリ等を含
む。）の出動※消防庁

被災建築物応急危険度判定士等の派遣

避難者対策 避難所運営要員の派遣

給水 給水要員、給水車の派遣※日本水道協会

健康対策 保健師、管理栄養士等の派遣

心のケア 専門家の派遣

防疫対策 消毒薬配布要員、保健師の派遣 消毒薬等の供給

遺体の葬送 遺体の火葬

水道の応急復旧 水道技術職員の派遣※日本水道協会 資機材の供給※日本水道協会

下水道の応急復旧 専門職員の派遣※日本下水道協会 資機材の供給※日本下水道協会

災害廃棄物の処理 専門職員の派遣 災害廃棄物の受入れ

住民相談窓口要員等の派遣

学校の教育機能の回復 教員等の派遣

文化財の緊急保全 専門家等の派遣 文化財の一時保管

※印付は国等の関与により派遣調整が行われる応援

社会基盤施設の復旧 土木職員等の派遣

被災者の生活支援

（

避
難
所
期
）

応
急
対
応
期

ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰの設置・運営
ボランティアバスの運行

災害ボランティアの活
動促進

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの派遣

被災市町村事務全般の
支援

し尿汲み取り作業要員、汲み取り車
の派遣

土嚢袋等資機材の供給

（

仮
設
住
宅
期
）

復

旧

期

仮設トイレの供給
仮設風呂の供給

生活衛生対策

社会基盤施設の応急復
旧

応急仮設住宅の整備・
確保

生活物資の供給

救助・救急活動

＜準備体制の確立＞
・対策準備室の設置
・緊急派遣チームの派遣
＜応援・受援体制の確立＞
・応援・受援調整室の設置
・広域連合災害対策(支援)本部の設置
・現地支援本部及び現地連絡所の設置

（

発
災
か
ら
概
ね
３
日
間
）

初

動

期

土木職員等の派遣

建築職員等の派遣

広域避難

社会基盤施設の緊急対
策

時期 対 策 等
主 な 応 援 内 容

緊急消防援助隊（消防防災ヘリ等を含
む。）の出動※消防庁

警察災害派遣隊の出動※警察庁

体制の確立

建築物等危険度判定

消火活動

土嚢袋等資機材の供給

家屋被害調査、罹災証明書の発行、
市町村税の減免事務要員等の派遣

ドクターヘリの出動
傷病者等の受入れ

医療活動 救護班の派遣

食料、飲料水、生活必需品、医
薬品、燃料等の供給

土木職員等の派遣

避難者、傷病者等の受入れ（避
難所、公営住宅等の提供）

中
長
期
派
遣

短
期
派
遣
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４ 広域連合の役割

大規模広域災害発生時に広域連合が果たすべき役割は、次の３点である。

① 災害情報の共有及び情報の発信

構成府県、連携県及び関係機関と連携して、被害状況、支援ニーズ、対応状況等に関する

情報を収集し、整理・集約の上、遅滞なく構成団体及び連携県に情報提供するとともに、構

成団体及び連携県と連携し、府県民に発信する。

② 広域的な対応方針の決定

被害状況、支援ニーズに係る情報収集を通じて災害の規模を迅速に見極め、関西としての

基本的な対応方針を速やかに決定する。

③ 応援・受援の調整

被災府県・政令市からの要員や物資等に関する応援要請の集約、応援府県・政令市への応

援の割当て等の総合調整を迅速に行うとともに、全国からの応援に係る受援の調整を行う。

５ 連絡調整方針

大規模広域災害発生時に広域連合が果たすべき役割に照らし、広域連合及び構成団体は、応

援・受援活動を実施するに当たり、以下の方針で連絡調整を行う。

（１）構成団体・連携県との連絡調整

広域連合と構成団体・連携県との間の連絡調整は、直接行うことを基本とする。ただし、構

成政令市内で災害が発生した場合など、当該市域を管轄する府県を通じて連絡調整を行った方

が適当な場合は、府県を通じて構成政令市との連絡調整を行う。

なお、構成政令市と当該市域を管轄する府県は、相互に情報共有を行い、緊密に連携を図る

ものとする。

＜広域連合と構成団体等との連絡調整関係図＞

（２）市町村との連絡調整

市町村（構成政令市を除く。）との連絡調整は、当該市町村域を管轄する府県が行う。

（３）関係機関・団体との連絡調整

関係機関・団体との連絡調整は、以下を基本に行う。

① 関係広域機関との連絡調整

・関係広域機関（中央省庁、国出先機関、広域実動機関）との連絡調整は、原則として被災

府県が行う。

関西広域連合

滋
賀
県

堺
市

福
井
県

鳥
取
県

徳
島
県

和
歌
山
県

三
重
県

奈
良
県

大
阪
府

大
阪
市

京
都
府

京
都
市

兵
庫
県

神
戸
市

連絡調整

構成団体 連携県

※近畿圏危機発生時の相互
応援に関する基本協定等
に基づき連携を図る。
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・法令に定めがある場合や、要綱・協定等により既定の応援制度がある分野については、そ

の制度に沿って当事者間で連絡調整を行う。

〔該当分野例〕救助・救急（警察災害派遣隊（警察庁）、緊急消防援助隊（消防庁）、自衛隊）、

公共土木施設の緊急対策（緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE：国土交通省））

② 関西圏域外の都道県との連絡調整

・広域連合と災害時相互応援協定を締結している九州地方知事会との連絡調整は広域連合が

行う。

・「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」において近畿ブロック知事会

の相対ブロックとなっている中部圏知事会及び全国知事会との連絡調整は、広域連合※が

行う。
※同協定では、全国知事会等との連絡調整は、各ブロックの幹事県が行うこととなっており、近畿

ブロックの幹事県は、「近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定実施細目」において、広
域連合広域防災局の担当府県が担当することになっているため、ここでは、広域連合と記載。

③ 企業・団体・ボランティア等との連絡調整

・企業から寄付の申し出があった場合は、申し出を受けた広域連合又は構成団体・連携県が

当該企業と連絡調整を行うことを基本とする。

・単独の府県域で活動する業界団体との連絡調整は構成団体・連携県が、複数の府県域で活

動する業界団体との連絡調整は広域連合が行うことを基本とする。

・ボランティアとの連絡調整は、被災府県内にあっては当該被災府県・政令市が、応援府県

内にあっては当該応援府県・政令市が行うことを基本とする。

・要綱・協定等により既定の応援制度がある分野については、その制度に沿って当事者間で

連絡調整を行う。

〔該当分野例〕給水及び水道施設の応急復旧（社団法人日本水道協会）、

下水道施設の応急復旧（公益社団法人日本下水道協会）

＜関係機関・団体等との連絡調整関係図＞

※網かけは､被災団体又は被災者を示す。

※太線は､広域連合と構成団体･連携県の繋がりを示す。

応援協定ﾌﾞﾛｯｸ
全国知事会

応援市町村

ボランティア

避
難
所
・
被
災
者

災
害
対
策
本
部

被
災
市
町
村

被災府県
災害対策本部

応援府県･政令市

現地連絡所

広域連合
応援府県･政令市

現地支援本部

被災府県
現地事務所

中央省庁

企業・団体

広域連合
災害対策(支援)本部

広域実動機関

国出先機関

応援府県･政令市
災害対策支援本部

被 災 府 県 内

被災府県庁内等被災市町村役場内等
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６ 応援の割当て

応援内容及び応援先の割当ては、「近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定」に基づく

福井県、三重県及び奈良県との協議を踏まえ、構成団体及び連携県と調整の上、広域連合が行う。

被災府県が複数の場合は、応援の集中を避けることができる（応援の空白エリアを生じさせな

い）、責任を持った応援を迅速かつ継続的に展開できる、という観点から、原則として、応援府

県・政令市に特定の応援先となる被災府県を割り当てるカウンターパート方式をとる。この場合、

応援府県と当該応援府県管内の応援政令市には、同一の被災府県を割り当てる。

カウンターパート方式をとる場合においては、広域連合及び応援府県で協議の上、同一の被災

府県を割り当てられた応援府県の中から幹事府県を決定し、円滑に連絡調整を行う。（詳細は「第

３章 ２（３）カウンターパート方式による応援・受援」（p.35）参照）

＜応援の割当ての例＞

① 被災府県が単独の場合

② 被災府県が複数の場合（カウンターパート方式）

①食料 5万食

要請

②2万食割当て

③2万食供給

③2万食供給

③1万食供給

①応援要請

②府県Ａを割当て

②府県Ｂを割当て

③府県Ａ内を応援

③府県Ｂ内を応援

①応援要請

被災府県

被災政令市

被災政令市

応援政令市

応援府県

応援府県
（幹事府県）

③府県Ｂ内を応援

②1万食割当て

②府県Ｂを割当て

広域連合

②2万食割当て

応援府県

応援府県
（幹事府県）

広域連合
②府県Ａを割当て

③府県Ａ内を応援

被災府県Ａ

応援政令市

応援府県

被災府県Ｂ ①応援要請
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７ 応援・受援に係る手続き

広域連合及び構成団体が、連携県と連携して実施する応援・受援は、以下の手続きで行うこと

を基本とする。

（１）被害状況等の連絡及び共有

① 構成団体及び連携県は、当該府県・政令市域において相当の被害が生じると予想され、又

は生じた場合、速やかに広域連合に被害状況等を「（災害等の名称）における関西府県・政

令市の体制及び被害状況」（様式１）により連絡する。ただし、福井県、三重県及び奈良県

については、「近畿府県危機発生時の相互応援に関する基本協定」に基づき、所定の様式に

より連絡する。

② 広域連合は、構成団体及び連携県から被害状況等の連絡を受けたときは、全ての構成団体

及び連携県の被害状況等を確認して取りまとめ、全ての構成団体及び連携県に連絡する。

③ 広域連合は、構成団体及び連携県から被害状況等の連絡がない場合でも、自主的に情報収

集を行い、構成団体及び連携県に情報提供を行う。

（２）応援要請

① 構成府県及び連携県は、自府県内の機関だけでは災害対応が困難な場合は、「応援要請書」

（様式２－１）により、広域連合に応援を要請する。ただし、その暇がない場合は、口頭に

より要請を行い、後に速やかに同要請書を提出する。

② 構成政令市は、自市内の機関だけでは災害対応が困難な場合は、当該市域を管轄する府県

に応援を要請する。

（３）応援計画の決定及び通知

① 広域連合は、構成府県及び連携県から応援要請を受けた場合、又は情報収集の結果等によ

り構成団体及び連携県の被害が甚大で応援が必要と判断される場合は、速やかに応援の割当

てを行い、「応援計画書」（様式３）により、被災府県及び応援府県・政令市に通知する。た

だし、その暇がない場合は、口頭により連絡し、後に速やかに同計画書を提出する。

② 関西圏域外の都道県から応援要請を受けた場合、又は同都道県の被害が甚大で応援が必要

と判断される場合は、広域連合及び構成団体は、連携県と連携し、①に準じて、応援の割当

てを行う。

（４）応援内容の連絡（応援要請内訳書の作成及び連絡）

応援を要請した府県は、管内の応援内容を取りまとめ、「応援要請内訳書１（職員の派遣）」

（様式２－２）、「応援要請内訳書２（物資・資機材の提供）」（様式２－３）又は「応援要請

内訳書３（その他）」（様式２－４）により、広域連合（カウンターパート方式の場合は幹事

府県）に連絡する。ただし、その暇がない場合は、口頭により連絡し、後に速やかに同内訳

書を提出する。

（５）応援計画内訳書の作成及び連絡

① 広域連合は、応援府県・政令市に応援内容及び応援先を割り当てる場合は、「応援計画内

訳書１（職員の派遣）」（様式２－２）、「応援計画内訳書２（物資・資機材の提供）」（様式２

－３）又は「応援計画内訳書３（その他）」（様式２－４）により、被災府県及び応援府県・

政令市に連絡する。ただし、その暇がない場合は、口頭により連絡し、後に速やかに同内訳

書を提出する。

② カウンターパート方式による場合、幹事府県は、同一の被災府県を割り当てられた応援府
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県・政令市が応援しようとする内容を取りまとめ、「応援計画内訳書１（職員の派遣）」（様

式２－２）、「応援計画内訳書２（物資・資機材の提供）」（様式２－３）又は「応援計画内訳

書３（その他）」（様式２－４）により、当該被災府県及び同府県を割り当てられた他の応援

府県・政令市に連絡する。ただし、その暇がない場合は、口頭により連絡し、後に速やかに

同内訳書を提出する。

（６）応援の実施

① 応援の割当てを受けた構成団体及び連携県は、速やかに被災府県と連絡を取り合い、応援

を実施する。

② 被災府県は、府県災害対策本部内への受援担当の配備や被害が甚大な市町村内への職員派

遣など、応援を円滑に受け入れるための受援体制の整備を被災市町村と連携して行う。

（７）他圏域からの応援の受入れ

① 広域連合は、構成団体及び連携県による相互応援だけでは対応が困難な場合は、物資や要

員の不足の程度や他圏域の被災状況を勘案して、九州地方知事会（根拠「関西広域連合と九

州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定」）又は中部圏知事会若しくは全国知事会

（根拠「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」）に応援を要請し、他圏

域からの応援を受け入れる。

② 他圏域からの応援はカウンターパート方式により受け入れることを基本とし、カウンター

パートの組合せは、広域連合が、構成団体、連携県及び他圏域の知事会と調整して決定する。

（８）応援実績の報告及び取りまとめ

① 応援を行った構成団体及び連携県は、応援実績を「応援実績報告書１（職員の派遣）」（様

式４－１）、「応援実績報告書２（物資・資機材の提供）」（様式４－２）及び「応援実績報告

書３（避難者等の受入れ）」（様式４－３）により広域連合へ報告する。

② 広域連合は、構成団体及び連携県の応援実績を取りまとめ、「（災害等の名称）について」

（様式５）により公表する。

（９）応援経費の負担

① 応援に要した経費は、原則として被災府県・政令市が負担する。

② 被災府県・政令市が①に規定する経費を支弁する暇がなく、かつ、被災府県・政令市から

要請があった場合には、応援府県・政令市は当該経費を一時繰替支弁する。

③ 応援要員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従事中に生

じたものについては被災府県・政令市が、被災府県・政令市への往復の途中において生じた

ものについては応援府県・政令市が、その損害を賠償するものとする。

④ その他詳細については次のとおりとする。

ア 緊急派遣チームの派遣に要する経費（情報収集に係るものに限る。）は、派遣職員が属

する、広域連合、構成団体又は連携県の負担とする。

イ 備蓄資機材及び備蓄物資等の提供に係るそれらの輸送、補充に要する経費は、被災府

県・政令市の負担とする。

ウ 応援要員の派遣に要する経費については、応援府県・政令市が定める規定により算定し

た当該応援要員の旅費の額及び諸手当の額の範囲内とし、被災府県・政令市の負担とする。

エ 応援要員が応援業務により負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償に要する

経費は、応援府県・政令市の負担とする。

オ その他応援に要する経費については、原則として被災府県・政令市の負担とする。
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（10）応援経費の求償

① 応援府県・政令市が応援に要した経費を繰替支弁した場合には、次のアからオまでに定め

るところにより算出した額を被災府県・政令市に請求する。

ア 応援要員の派遣については、（７）④ウで定める旅費及び諸手当

イ 備蓄物資については、提供した物資の時価評価額及び輸送費

ウ 調達物資については、当該物資の購入費及び輸送費

エ 資機材等については、借上料、燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の修理費

オ 施設の提供については、借上料

② ①の請求は、応援府県・政令市の長による請求書（関係書類添付）により、被災府県・政

令市の長に請求する。

※応援に係る経費の負担及び求償については、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関

する協定（平成 24 年５月 18 日）」及び同協定実施細目（平成 24 年５月 18 日）に準じて規定

した。
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＜応援要請から応援の実施までの流れ＞

① 被災府県が単独の場合

ａ 応援要請（第１報）～ 応援計画の決定・通知

被災府県Ａ
災害対策本部

被災政令市ａ
災害対策本部

広域連合
災害対策(支援)本部

応援府県Ｃ
災害対策支援本部

①応援要請

②応援要請書
（様式2-1）

③応援計画書
（様式3）

③応援計画書
（様式3）

応援政令市ｂ
災害対策支援本部

応援府県Ｂ
災害対策支援本部

応援府県Ｄ
災害対策支援本部

ｂ 応援内容の連絡 ～ 応援の実施

広域連合
災害対策(支援)本部

応援府県Ｄ
災害対策支援本部

被災政令市ａ
災害対策本部

④応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

①応援内容
の連絡

応援府県Ｄ

応援府県Ｃ

応援政令市ｂ

応援府県Ｂ
被災府県Ａ

災害対策本部

②応援要請内訳書
（様式2-2～2-4）

③応援要請内訳書
（経由）

⑤応援の実施

⑤応援の実施

広域連合

現地支援本部

応援府県Ｂ
災害対策支援本部

応援政令市ｂ
災害対策支援本部

応援府県Ｃ
災害対策支援本部
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② 被災府県が複数の場合（カウンターパート方式）

ａ 応援要請（第１報）～ 応援計画の決定・通知

③応援計画書
（様式3）

②応援要請書
（様式2-1）

③応援計画書
（様式3）

応援府県Ｃ
災害対策支援本部

被災府県Ｂ
災害対策本部

応援府県Ｅ
災害対策支援本部

①応援要請

被災府県Ａ
災害対策本部 ②応援要請書

（様式2-1）

応援政令市ｃ
災害対策支援本部

③応援計画書
（様式3）被災政令市ａ

災害対策本部
広域連合

災害対策(支援)本部

応援府県Ｄ
災害対策支援本部

応援府県Ｆ
災害対策支援本部

ｂ 応援内容の連絡 ～ 応援の実施

(⑤)

★印：幹事府県

(⑤)他の被災府県を割り当てられ
た幹事府県を通じて府県・政
令市と調整の上、応援計画内
訳書により応援内容を割当て
（様式2-2～2-4）

(④)同一の被災府県を割り当てら
れた応援府県・政令市で対応
困難な場合は、応援要請内訳
書により連絡
（様式2-2～2-4）

⑦応援計画内訳書
（経由）

②応援要請内訳書
（様式2-2～2-4）

⑧応援の実施

⑧応援の実施

応援府県Ｅ★

応援府県Ｆ

現地支援本部Ｂ

⑥応援計画内訳書

（様式2-2～2-4）

応援府県Ｄ

広域連合
災害対策(支援)本部

被災府県Ａ
災害対策本部

①応援内容
の連絡

被災政令市ａ
災害対策本部

被災府県Ｂ
災害対策本部

②応援要請内訳書
（様式2-2～2-4）

応援府県Ｃ★

災害対策支援本部

応援政令市ｃ
災害対策支援本部

⑦応援計画内訳書
（経由）

現地支援本部Ａ

応援府県Ｃ★

応援政令市ｃ

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

③応援要請内訳書
（経由）

応援府県Ｆ
災害対策支援本部

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

応援府県Ｄ
災害対策支援本部

応援府県Ｅ★

災害対策支援本部

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

③応援要請内訳書
（経由）

(④)
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＜応援・受援に係る手続きの流れ＞

・情報収集 ・情報収集 ・情報収集 ・情報収集 ・情報収集

・緊急派遣チーム
の派遣

・緊急派遣チーム
の派遣（応援政
令市も参画）

・被害状況の連絡 ・被害状況の連絡
【様式1】

・被害状況の取り
まとめ・連絡
【様式1】

・被害状況の連絡

・応援要請 ・応援要請
≪第１報≫
【様式2-1】

・応援計画（ｶｳﾝ
ﾀｰﾊﾟｰﾄ方式の採
用等）の決定・
通知
【様式3】

・応援計画（ｶｳﾝ
ﾀｰﾊﾟｰﾄ方式の採
用等）の連絡

・応援内容の連絡 ・応援内容の連絡
≪随時≫
【様式2-2～2-4】

・応援計画内訳書
の作成・連絡
【様式2-2～2-4】

・応援準備 ・応援準備

（カウンターパート方式）

・応援準備 ・応援準備

※同一府県を応援
する府県・政令
市との調整

・応援計画内訳書
の作成・連絡
【様式2-2～2-4】

・他府県を応援す
る府県・政令市
との調整

・
《不足の場合》
不足物資、要員
等の内容の連絡

・ ・
・
・

応援協定ﾌﾞﾛｯｸ
全国知事会
関係省庁

※必要に応じて現
地事務所の設置

※

※必要に応じて応
援要請がなくて
も、構成団体・
連携県と調整の
上、応援計画を
決定し、通知

・受援
・受援 ・応援

・応援
･ 応援

・応援実績の取り
まとめ・公表
【様式5】

・応援実績の報告
【様式4-1～4-3】

・応援実績の報告

・応援経費の支払
い

・応援経費の取り
まとめ・支払い

・応援経費の取り
まとめ・請求

・応援経費の請求

《構成団体・連携県で不足の場合》
要員派遣、物資供給等の要請

⑥関係広域機関等②被災府県①被災市町村 ④応援府県③広域連合

※広域連合（カウンターパート方式の場合：被災府県）は、応援府県に通知・連絡する場合は、原則として当該応援府県内の応援政令市にも
同内容を通知・連絡する。

必要に応じて災害対策（支援）本部、
現地支援本部、現地連絡所の設置

⑤応援市町村

発災
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８ 複数のブロック知事会に所属する構成府県及び連携県の応援・受援活動

（１）複数のブロック知事会に所属する構成府県の応援・受援活動

複数のブロック知事会に所属する構成府県は、「全国都道府県における災害時等の広域応援

に関する協定」に基づく広域応援が実施される場合は、同協定の規定を基本に応援・受援活動

を実施する。

（２）連携県の応援・受援活動

鳥取県並びに福井県、三重県及び奈良県は、それぞれ「関西広域連合と鳥取県との危機発生

時の相互応援に関する覚書」又は「近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定」の規定に

基づき、広域連合と連携して応援・受援活動を実施する。

＜参考＞

○全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定実施細目（H24.5.18 決定）（抜粋）

（所属ブロック知事会の決定）
第２条 協定第７条第２項により、所属するブロック知事会が複数ある都道府県の所属ブロックを

定める場合は、別表１を基本として、当該都道府県及び当該都道府県が所属するブロック知事会
幹事県等（ブロック知事会における支援本部等を含む。以下同じ。）の間で協議のうえ、決定す
る。

（別表１）
都道府県名 広域応援の実施時の所属ブロック知事会
静岡県
長野県
三重県

中部圏知事会

福井県
滋賀県

近畿ブロック知事会

鳥取県
山口県

中国地方知事会

徳島県 四国知事会

○関西広域連合と鳥取県との危機発生時の相互応援に関する覚書（H24.10.25 締結）（抜粋）

（危機発生時の相互応援）
第１条 関西広域連合は、鳥取県の区域で次の事態（以下「危機」という。）が発生し、鳥取県だ

けでは十分に応急対策が実施できない場合に、応援活動を実施するよう調整する。
（略）

２ 鳥取県は、関西広域連合の区域（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県及び徳島県の区
域。以下同じ。）において危機が発生し、当該区域を所管する府県だけでは十分に応急対策を実
施できない場合に、関西広域連合と連携して応援活動を実施する。

○近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定（H24.10.25 締結）（抜粋）

（趣旨）
第１条 この協定は、福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県及び

徳島県（以下「府県」という。）の区域において、次の事態（以下「危機」という。）が発生し、
当該区域を所管する府県だけでは十分に応急対策が実施できない場合に、関西広域連合及び府県
が連携して府県間の応援活動を迅速に遂行するための基本となる事項を定めるものとする。

（略）
（調整）

第２条 福井県、三重県、奈良県及び関西広域連合は、被応援府県に対する応援府県の応援活動が
速やかに行われるよう協議する。

２ 関西広域連合は、前項の協議を踏まえ、関西広域連合構成府県を含めた広域応援について調整
を行う。
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第３章 初動の手順

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.29］

＜初動の流れの概要＞

１ 準備体制の確立

（１）準備体制の確立（p.17）※広域連合は「対策準備室」を設置

確立主体 発災場所 確 立 基 準

関西圏域内

・震度５強以上の揺れが観測
・津波警報（大津波）が発表
・府県災害対策本部が設置
・その他甚大な被害が推測

広域連合

関西圏域外
・震度６弱以上の揺れが観測
・その他甚大な被害が推測

構成団体 関西圏域内外 ・各団体の定めるところによる

（２）緊急派遣チームの派遣（p.19）

派遣主体 発災場所 派 遣 基 準

・震度６弱以上の揺れが観測
・通信の途絶等により情報の収集が困難

＋ 甚大な被害が推測
関西圏域内

※広域連合は原則として被災府県が単独の場合に派遣

・震度６強以上の揺れが観測
・通信の途絶等により情報の収集が困難

＋ 甚大な被害が推測

広域連合・
構成団体

関西圏域外

※広域連合は原則として被災都道県が単独の場合に派遣

２ 応援・受援体制の確立

（１）災害の規模に応じた応援・受援体制の確立（p.21）※広域連合は「応援・受援調整室」を設置

確立主体 発災場所 確 立 基 準

広域連合・
構成団体

関西圏域内外
・被災都道府県から応援要請があった場合
・その他被害が甚大で広域応援が必要と判断される場合

（２）広域連合災害対策（支援）本部の設置（p.28）

設置主体 発災場所 設 置 基 準

広域連合 関西圏域内外
・被害が甚大で広域連合の組織を挙げた広域応援が必要と判断される

場合

（３）カウンターパート方式による応援・受援（p.35）

採用主体 発災場所 採 用 基 準

広域連合・
構成団体

関西圏域内外
・複数府県の被害が甚大で広域連合の組織を挙げた広域応援が必要と

判断される場合

（４）現地支援本部及び現地連絡所の設置（p.37）

設置主体 発災場所 設 置 基 準

広域連合・
構成団体

関西圏域内外 ・広域連合が、応援府県・政令市と調整の上、必要に応じて設置

（５）政府現地対策本部設置時の対応（p.40）

派遣主体 発災場所 要 員 派 遣 基 準

広域連合・
構成団体

関西圏域内外 ・政府現地対策本部が設置された場合

分野別の応援・受援活動（第４章）（p.42）
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１ 準備体制の確立

（１）準備体制の確立

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.30］

被災府県・政令市 広域連合 応援府県・政令市

確立基準 各団体の定めると

ころによる

＜関西圏域内＞

・震度５強以上の揺れが観測された場合

・津波警報（大津波）が発表された場合

・府県災害対策本部が設置された場合

・その他甚大な被害が推測される場合

＜関西圏域外＞

・震度６弱以上の揺れが観測された場合

・その他甚大な被害が推測される場合

各団体の定めると

ころによる

準備体制 勤務時間 ：各団体が

定める人数

勤務時間外 ：各団体

が定める人数

・上記基準により情報収集員を配置する。

勤務時間 ：３人以上

勤務時間外：同上

・情報収集員の配置と同時に、広域防災局

内に「対策準備室」を設置する。

室長：広域防災局長

次長：広域防災局次長、防災計画参事

室員：広域企画課長、防災課長

勤務時間 ：各団体が

定める人数

勤務時間外 ：各団体

が定める人数

準備手順 ・被害状況：関係機

関、各種メディア

等から収集

＜情報収集・整理＞

・被害状況

‐構成団体・連携県から「（災害等の名

称）における関西府県・政令市の体制

及び被害状況」（様式１）等で収集

‐関係機関・各種メディア等から収集

・対応状況

‐災害対策本部の設置状況等について

構成団体・連携県から「（災害等の名

称）における関西府県・政令市の体制

及び被害状況」（様式１）等で収集

・被害予測情報

‐消防庁の簡易型地震被害想定システ

ムを活用

‐構成団体・連携県からも収集

＜対策検討＞

・被害状況、被害予測情報等から現状を

把握・分析

・構成団体・連携県の対応状況を勘案し、

関係機関、有識者等の意見も聴取して、

速やかに以下を実施

‐緊急派遣チームの派遣

‐災害の規模の区分

‐初動対応の検討

‐広域連合長への進言

・被害状況：広域連

合、各種メディア

等から収集

・構成団体、連携県

災害対策本部等

の設置状況：広域

連合から収集

口答 ①NTT 回線電話、②衛星回線電話（地域衛星通信ネットワーク）

（携帯電話：①一般携帯電話、②衛星携帯電話）

情報
伝達
手段
※①②③は

優先順位

文字
図表

①電子メール、②NTT 回線ファクシミリ、③衛星回線ファクシミリ
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＜初動時の情報の流れ＞

②被害状況・体制の報告（様式１等）

④フィードバック（様式１等）

構成政令市

①管内被害状況の把握

構成府県

①管内被害状況の把握

連携県

①管内被害状況の把握

広域連合

③被害状況・体制の取りまとめ

対策の検討 等

②被害状況・体制の報告
（様式１等）

②被害状況・体制の報告
（様式１等）

④フィードバック（様式１等）

④フィードバック（様式１等）

②被害状況・体制の報告
（様式１等）
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（２）緊急派遣チームの派遣

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.30］

項 目 内 容

派遣基準 原則として以下の場合に、広域連合及び被災していない又は被災の程度が軽微で職員

派遣が可能な府県・政令市が緊急派遣チームを編成し、派遣する。

＜関西圏域内＞

・震度６弱以上の揺れが観測された場合において、甚大な被害が推測されるとき

・通信途絶等により情報収集が困難な場合において、甚大な被害が推測されるとき

＜関西圏域外＞

・震度６強以上の地震が観測された場合において、甚大な被害が推測されるとき

・通信途絶等により情報収集が困難な場合において、甚大な被害が推測されるとき

１チーム当たり原則として総括１名、総括補佐１～３名の計２～４名で編成する。

＜被災府県が単数の場合＞

・原則として広域連合と被災地隣接府県が合同でチームを編成する。

＜被災府県が複数の場合＞

・チームが複数必要となるため、原則として構成団体と連携県が分担して編成する。

・被災府県に対して緊急派遣を行う府県の割当ては、広域連合が、各府県の被害状況

や被災府県までの道路状況等を勘案し、構成団体及び連携県と調整の上、決定する。

・被災府県までの予測移動時間（下表参照）が最も短い府県を割り当てることを基本

とする。

＜構成政令市の対応＞

・構成政令市は、当該市域を管轄する府県と共同で緊急派遣チームを編成する。（被災

府県が単数の場合、複数の場合を問わない。）

編成基準

※広域連合、構成団体及び連携県は、予め総括及び総括補佐の別に候補者の人選を行うな

ど、緊急派遣チーム編成時に迅速に職員派遣ができるように準備するものとする。

※広域連合、構成団体及び連携県は、緊急派遣チームを派遣しようとするときは、派遣す

る職員の職・氏名、連絡先、出発時間、移動手段等を、派遣先の府県、広域連合及び同

一府県へ職員を派遣する府県・政令市に連絡するものとする。

主な役割 発災後直ちに被災府県庁等に赴き、速やかに情報収集を行うとともに、その内容を報

告する。

・被害状況、支援ニーズ等の応援に必要な情報の収集

・広域連合及び派遣元の構成団体、連携県への収集した情報の報告

※緊急派遣チームの役割は、広域連合災害対策（支援）本部現地支援本部が設置された場

合には、現地支援本部に引き継がれるものとする。

携行品 緊急派遣チームの構成員は、衛星携帯電話、パソコン、データ通信機器等の通信手段

を携行するほか、現地で消費又は使用する物資を携行するなど自己完結を原則とし、

被災府県・市町村の負担とならないよう配慮する。

※携行品の品目は「２ 応援・受援体制の確立（４）現地支援本部及び現地連絡所の設置」

中の表「現地支援本部（被災府県内）設置・運営要領」内の「④主な装備品」（p.38）を

参照のこと。

受入体制 被災府県は、緊急派遣チームに対し、被害状況、支援ニーズ等の情報を提供するとと

もに、可能な限り、通信手段の貸与、業務スペース、駐車場、仮眠場所の確保等を行

い、緊急派遣チームの活動が円滑に行われるよう配慮する。
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＜府県庁間の自動車での予測移動時間＞

京都府 大阪府 三重県 奈良県 兵庫県 和歌山県 福井県 徳島県 鳥取県
(41分) (61分) (76分) (78分) (80分) (122分) (140分) (179分) (205分)

滋賀県 大阪府 奈良県 兵庫県 三重県 和歌山県 福井県 徳島県 鳥取県
(41分) (62分) (85分) (88分) (101分) (123分) (165分) (188分) (214分)

奈良県 兵庫県 滋賀県 京都府 和歌山県 三重県 徳島県 鳥取県 福井県
(40分) (42分) (61分) (62分) (83分) (134分) (141分) (182分) (182分)

大阪府 奈良県 滋賀県 京都府 和歌山県 徳島県 三重県 鳥取県 福井県
(42分) (78分) (80分) (88分) (111分) (116分) (170分) (170分) (207分)

大阪府 奈良県 兵庫県 滋賀県 京都府 三重県 徳島県 福井県 鳥取県
(83分) (104分) (111分) (122分) (123分) (178分) (211分) (243分) (252分)

兵庫県 大阪府 奈良県 滋賀県 京都府 和歌山県 鳥取県 三重県 福井県
(116分) (141分) (177分) (179分) (188分) (211分) (248分) (269分) (308分)

兵庫県 大阪府 滋賀県 奈良県 京都府 徳島県 和歌山県 三重県 福井県
(170分) (182分) (205分) (212分) (214分) (248分) (252分) (270分) (334分)

滋賀県 京都府 大阪府 奈良県 三重県 兵庫県 和歌山県 徳島県 鳥取県
(140分) (165分) (182分) (191分) (196分) (207分) (243分) (308分) (334分)

滋賀県 京都府 奈良県 大阪府 兵庫県 和歌山県 福井県 徳島県 鳥取県
(76分) (101分) (116分) (134分) (170分) (178分) (196分) (269分) (270分)

大阪府 滋賀県 兵庫県 京都府 和歌山県 三重県 徳島県 福井県 鳥取県
(40分) (78分) (78分) (85分) (104分) (116分) (177分) (191分) (212分)

1 2 3 4 5 6 7

大阪府

兵庫県

8 9
予測移動時間の

短い順位
被災府県

鳥取県

連
携
県

奈良県

関
西
広
域
連
合

構
成
府
県

和歌山県

徳島県

福井県

三重県

滋賀県

京都府

※１ 各府県庁から他の府県庁までの予測移動時間（経路検索サイトで検索（高速道路を使用））が短い順

に構成府県及び連携県を第１順位から第９順位まで記載した。

※２ 複数府県が被災し、派遣府県が重複する場合は、原則、予測移動時間の短い派遣府県から順に割り

当てるものとする。例えば、仮に滋賀県と京都府が被災し緊急派遣が必要な場合、派遣優先順位１は

京都府と滋賀県でいずれも被災しており派遣不可、派遣優先順位２はいずれも大阪府であるが、京都

府よりも予測移動時間の短い滋賀県へ大阪府を割り当て、京都府へは派遣優先順位３の奈良県を割り

当てる。
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２ 応援・受援体制の確立

（１）災害の規模に応じた応援・受援体制の確立

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.30］

災害の規模に応じて、迅速かつ円滑に応援・受援体制を立ち上げるため、広域連合は、発災

直後の情報収集の結果に基づき、速やかに構成団体・連携県と調整の上、災害の規模を区分し、

その規模に応じた応援・受援体制を確立する。

① 大規模広域災害の規模の区分

応援・受援体制の確立の目安として、下表により大規模広域災害の規模を区分する。

関西圏内における災害の範囲（注 2）

単独府県 複数府県

小さい レベル１

比較的小さい レベル２

大きい レベル３ レベル４

関西圏内における

災害の程度（注 1）

極めて大きい ― レベル５

（注 1）小さい ：被災府県内で大部分対応可能と見込まれる場合
比較的小さい：被災府県内だけでは対応困難と見込まれる場合
大きい ：数百～千人単位以上の死者数又は数千棟以上の全壊棟数が見込まれる場合
極めて大きい：万人単位以上の死者数又は十万棟以上の全壊棟数が見込まれる場合

（注 2）被害が複数府県にまたがる場合でも特に一府県の被害が顕著と見込まれる場合は「単独府県」とする。

② 災害の規模に応じて確立する応援・受援体制

大規模広域災害の規模の区分に応じ、下表を目安に応援・受援体制を確立する。

応援余力 確立する応援・受援体制（目安）
災害
規模
ﾚﾍﾞﾙ

被災
府県
のみ
での
対応

関西
圏内

他の
圏域

関 西 圏 内 の
災害イメージ 体制

確立
本部
設置

ｶｳﾝﾀｰ
ﾊﾟｰﾄ方式

対応

１
概ね
可能

有 有 局地的集中豪雨 ×
（注 3）

－ － ・被災府県内で対応

２ 困難 有 有
H23 台風第 12 号

和歌山県、奈良

県等が被災

○ ×
（注 4）

－
・状況に応じて応援

・状況に応じてｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ方式を採用

３ 不可 有 有 阪神・淡路大震災 ○ ○ ×
・関西を挙げて応援

・他圏域からも受援

４ 不可 少 有
頻度の高い南海
トラフ巨大地震
（100～150 年周期で発生）

○ ○ ○
・関西を挙げて応援

・多くの他圏域から受援

５ 不可 微少 少
最大規模の南海
トラフ巨大地震
（東日本大震災級）

○ ○ ○
・関西を挙げて応援

・全国から大規模に受援

【摘要】本部設置：○設置 ×非設置 ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ方式：○採用 ×非採用

（注 3）レベル１の場合は、準備体制を確立し、状況に応じて一部の限られた分野（公共土木施設復旧のための
技術職員派遣、ボランティア派遣等）での応援要請があることを想定し、応援に備える。

（注 4）レベル２の場合は、広域防災局内の「対策準備室」を「応援・受援調整室」に移行し、応援・受援調整
を行う。

※ 台風等風水害については、気象情報により事前に一定の対応体制が想定できるものの急激な勢力増大や
進路変更等により予想以上に甚大な被害が発生する場合があるため、最大限の対応が可能な準備体制を整
えておく。

※ 政府現地対策本部の設置時は、広域連合は要員を派遣し、これに参画。南海トラフ巨大地震（レベル４・
５）発生時は、国の活動要領に基づく活動を基本とし、これを本要綱に基づく活動で補う形で相互に連携
を図る。
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③ 広域連合及び各構成団体・連携県の体制

ア 被災府県・政令市の体制

被害が甚大で応援が必要な府県・政令市は、災害対策本部事務局内に受援担当を置き、

応援を円滑に受け入れる体制を確立する。

また、被災市町村に職員を派遣して情報収集を行い、被災市町村による災害対応を支援

するほか、現地での応援府県・市町村との連絡調整を行う。

受援体制の確立に当たっての留意点と各分野の受援に係る業務内容は、下記の「被災府

県・市町村の主な受援業務」及び「受援に当たって留意すべき事項」に定める。

イ 広域連合の体制

広域連合広域防災局内に応援・受援調整室を設置し、府県・政令市間の応援・受援調整

を行う。被害が甚大で広域連合の組織を挙げた広域応援が必要と判断される場合は、広域

連合災害対策（支援）本部を設置し、応援・受援調整を行う。同本部に関する詳細は「（２）

広域連合災害対策（支援）本部の設置」に定める。

ウ 応援府県・政令市の体制

被災していないか又は被災の程度が軽微で被災地を応援できる状況にある府県・政令市

は、災害対策支援本部の設置等により応援体制を確立し、広域連合、被災府県・政令市と

連絡調整を図りながら、被災府県・政令市を応援する。
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被災府県・政令市 広域連合 応援府県・政令市

確立基準 ・被災都道府県から応援要請があった場合

・その他被害が甚大で広域応援が必要と判断される場合

確立する体制 受援体制 応援・受援調整体制 応援体制

広域連合災害

対策(支援)本

部が設置され

ていない場合

・被災府県・政令市災害対

策本部の設置

※同本部事務局内に受

援担当を設置する。

・被災市町村内への府県職

員の派遣又は府県現地

事務所の設置（必要に応

じて）

・広域防災局内での「応

援・受援調整室」の設置

※準備体制の「対策準備

室」を拡充して設置（室

長、次長、室員の構成は

「対策準備室」と同じ）

※必要に応じ、広域連合本

部事務局は職員を広域

防災局に派遣する。

・応援担当の設置

被害が甚大で

同本部を設置

する場合

同上 ・広域連合災害対策(支援)

本部の設置

・現地支援本部（被災府県

内）・現地連絡所（被災

市町村内）の設置

・応援府県・政令市災害対

策支援本部の設置

・現地支援本部（被災府県

内）・現地連絡所（被災

市町村内）の設置

主な活動 ・応援要員の受入れ

・重症患者の広域搬送

・救護班の受入れ

・広域避難の実施

・救援物資の受入れ

・ボランティアの受入れ

・国が派遣調整する救助・

救急活動、消火活動、医

療活動（DMAT）の受入れ

・広域連合災害対策(支

援)本部への職員派遣

・政府現地対策本部への職

員派遣

※受け入れた要員の業務

スペースを確保する。

※応援関係機関・団体との

連絡会議を開催する。

・ 被災府県・応援府県間

の応援・受援調整

・ 被災府県への支援調整

員派遣（必要に応じて）

・ 全国からの応援に係る

受援調整

・政府現地対策本部への

職員派遣

・応援要員の派遣

・重傷患者の受入れ

・救護班の派遣

・避難者等の受入れ

・救援物資の送付

・ボランティアの派遣・活

動促進

・広域連合災害対策(支

援)本部への職員派遣

・政府現地対策本部への

職員派遣
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＜被災府県・市町村の主な受援業務＞

区 分 被災府県 被災市町村

共通事項

（応援側の活動
環境の整備）

・応援側の活動拠点（業務スペース）の確保

・詳細な地図や業務マニュアルなど応援側の現地での活動に役立つ資料の提供

・各拠点と被災府県・市町村災害対策本部等との通信手段の確保

・必要に応じて応援部隊や応援要員の生活物資、宿泊場所等の確保

※応援側で生活物資、宿泊場所等を確保することができない場合は、可能な範囲で
受援側が、必要最低限の生活物資、宿泊場所等を確保する。受援側は、その確保
に当たっては、必要に応じて、近隣府県・市町村等に協力を求める。

・長期応援要員等の宿泊場所の確保

・臨時ヘリポートの開設及び運用要員、通信機器、燃料等の確保

応援要員の受入
れ

・必要な応援要員の職種、人数、派遣先、
派遣期間等の取りまとめと派遣要請（広
域連合又は幹事府県へ）

・関係広域機関への要請

・応援要員の派遣要請（被災府県へ）

・各部隊への情報提供（被害状況、活動場所、進出拠点・活動拠点等の位置図等）

・通行可能な緊急輸送ルートの確保・情報提供（通行不能のルートに代わる代替ルー
トの選定、陸路が通行不能の場合の空路・海路の確保）

・必要に応じて活動拠点等への誘導

国が派遣調整す
る救助・救急活
動、消火活動、
医療活動（DMAT）
の受入れ

・各部隊の進出拠点、活動拠点の開設

・重機類及び救援資材の確保
―

・救護班への情報提供（被害状況、活動場所等）重傷患者広域搬
送、救護班の受
入れ

・広域搬送拠点の確保・運営

・災害拠点病院等活動場所への救護班搬
送体制の確保

―

・救援物資受入拠点の開設・運営

・通行可能な緊急輸送ルートの確保・情報提供（通行不能のルートに代わる代替ルー
トの選定、陸路が通行不能の場合の空路・海路の確保）

・宅配業者、倉庫業者等への物資受入拠点の運営協力要請

救援物資の受入
れ

・被災市町村の物資受入拠点の確認

・被災市町村が必要とする物資に関する
情報の収集・取りまとめ（必要に応じ現
地に職員を派遣し、物資ニーズを把握）

・空路・海路を活用する際の事業者、施設
管理者、自衛隊、海上保安庁との調整

・応急給水計画の作成と不足の場合の応
援要請（被災府県へ）

・被災者ニーズの把握・取りまとめと必
要な物資等の要請（被災府県へ）

・物資が被災者まで届いているかの確認

・災害ボランティアセンターの立ち上げ

・ボランティアコーディネーターの確保と不足の場合の派遣要請

・スコップ等のボランティア用資機材の貸出と不足の場合の要請

ボランティアの
受入れ

・ボランティア活動を後方支援するイン
フォメーションセンターの設置

・ボランティアの移動手段の確保

・必要に応じてボランティア拠点の開
設・運営。拠点運営職員が不足の場合
の応援要請（被災府県へ）

避難所の開設・
運営

・必要な応援要員の取りまとめと派遣要
請（広域連合又は幹事府県へ）

・必要な物資等の取りまとめと供給要請
（広域連合又は幹事府県へ）

・避難所の開設・運営

・避難所運営要員の派遣要請(被災府県へ)

・避難者ニーズの把握・取りまとめと必
要な物資等の要請（被災府県へ）

広域避難の実施 ・府県外への避難が必要な被災者の受入
要請（広域連合又は幹事府県へ）

・被災市町村、受入府県等と調整し、移動
手段を確保（必要に応じて）

・災害時要援護者の広域避難の調整

・被災市町村外への避難が必要な被災者
の受入要請（被災府県へ）

・広域連合又は幹事府県から被災府県を
通じて広域避難者受入可能施設に関す
る情報提供を受け、被災府県と連携し
て、広域避難計画を作成

・被災者への連絡、誘導
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＜受援に当たって留意すべき事項＞

応援側の活動が効率的・効果的に実施されるよう、被災府県・市町村が応援を受けるに当たっ

て留意すべき事項は以下のとおりである。

なお、災害に伴う職員の死傷等により受援体制として十分な人員配置ができない被災市町村に

対しては、応援側は、受援側と協議の上、被災府県とともに、受援業務の一部代行も含めて対応

する。

○情報の提供と共有

・迅速・的確な応援側への情報提供

災害対策本部に集約された管内の被害状況、被災者ニーズ等の情報を応援側（緊急派遣

チームを含む。）に速やかに情報提供する。

・応援側との情報共有体制の整備

応援受入後、応援側との情報共有を図るため、定期的な連絡会議の開催や受援側から応

援側への業務の引継ぎ方法等の情報共有体制を明確にする。

○受援体制の確立

・受援担当者の配置

受援側は受援担当者を配置するとともに、他機関との連絡調整や、災害対策本部と被災

現場間の連絡調整体制を明確にする。

（受援担当者の役割）

a 応援の受入調整に関すること

b 災害対策本部との調整に関すること

c 応援側との連絡調整に関すること

・指示系統の明確化

応援側に明確な指示を行うため、受援側の指示系統を明確にする。また、受援側の指揮

者が不在の場合に業務が滞ることを避けるため、業務ごとに複数の担当者を置き、その序

列を明確にするなど、応援側に明確に指示できる体制を整える。

なお、各業務の指揮者の指示の下に活動することを原則としつつ、緊急性、公平性、正

当性を考慮して、必要に応じて被災現場での担当者の裁量権を認める。

・受援終了の判断

各業務の業務量や物資の必要量と今後の見通し、自前での要員や物資の確保状況を勘案

し、受援の必要がなくなった業務・物資については、応援側と協議の上、受援を終了する。

○応援側の活動環境の整備

応援側は、自己完結を原則とし、現地での活動に必要な装備品を携行する（注）。

受援側は、応援側が単独で活動するのではなく、応援側と受援側がペアになって活動する

体制を整備するほか、応援側の活動拠点の確保、地図や業務マニュアル等の資料提供など、

応援側が円滑に活動できるよう必要な環境整備を行う。

（注）応援側が携行する主な装備品の例は「（４）現地支援本部及び現地連絡所の設置」中の表「現地

支援本部（被災府県内）設置・運営要領」内の「④主な装備品」（p.38）を参照のこと。

※以上は神戸市災害受援計画案（H25.1）を参考とした。
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＜応援・受援体制図＞

ａ 災害規模レベル１（準備体制）及び２の場合

ａ－１ 被災府県が単独の場合

土 木 部 局

○ ○ 部 局

広域連合

基本とする連絡調整ルート

応援府県

防 災 部 局

広 域 防 災 局

応援政令市

防 災 部 局

○ ○ 部 局

災 害 対 策 本 部 災 害 対 策 本 部

被災市町村 被災府県

事務局(防災部局) 事務局(防災部局)

医 療 部 局

土 木 部 局

医 療 部 局

被 災 府 県 内

ａ－２ 被災府県が複数の場合

土 木 部 局

○ ○ 部 局

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

被災市町村ａ

事務局(防災部局)

被災府県Ａ

被災市町村ｂ 被災府県Ｂ

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

医 療 部 局

防 災 部 局

基本とする連絡調整ルート

広 域 防 災 局

災 害 対 策 本 部 災 害 対 策 本 部

災 害 対 策 本 部 災 害 対 策 本 部

事務局(防災部局)

医 療 部 局

事務局(防災部局)

応援府県

防 災 部 局

広域連合

応援政令市

被 災 府 県 Ａ 内

被 災 府 県 Ｂ 内

ｂ 災害規模レベル３の場合

災害対策(支援)本部

○○Ｇ(兵庫県○○部局)

被災府県
現地事務所

災害対策支援本部

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

基本とする連絡調整ルート

土木Ｇ(兵庫県土木部局)

医療Ｇ(広域医療局)

基本４班(広域防災局)

事務局(防災部局)

医 療 部 局

土 木 部 局

応援府県

災害対策支援本部

事務局(防災部局)

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

災 害 対 策 本 部

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

被災市町村

応援府県・政令市
現地連絡所

広域連合、応援府県・政令市
現地支援本部

被災府県

広域連合

災 害 対 策 本 部

事 務 局
医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

応援政令市

被 災 府 県 内
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ｃ 災害規模レベル４及び５の場合

○ ○ 部 局

応援府県Ｅ

事務局(防災部局)

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

医 療 部 局

土 木 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

医 療 部 局

応援府県Ｄ★

災害対策支援本部

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

医 療 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

土 木 部 局

○ ○ 部 局

基本とする連絡調整ルート

事 務 局

基本４班(広域防災局)

医療Ｇ(広域医療局)

土木Ｇ(兵庫県土木部局)

○○Ｇ(兵庫県○○部局)

土 木 部 局

応援府県Ｄ★、Ｅ
現地支援本部

災害対策支援本部

事務局(防災部局)

医 療 部 局

被災府県Ａ被災市町村ａ

災 害 対 策 本 部

災 害 対 策 本 部 災 害 対 策 本 部

被災市町村ｂ 被災府県Ｂ

災 害 対 策 本 部

応援府県Ｃ★、応援政令市ｃ
現地連絡所

事務局(防災部局)

応援政令市ｃ

災害対策支援本部

○ ○ 部 局

事務局(防災部局)

応援府県Ｃ★

災害対策支援本部

事務局(防災部局)

医 療 部 局

★

災害対策(支援)本部

被災府県Ａ
現地事務所

広域連合

応援府県Ｃ★、応援政令市ｃ
現地支援本部

医 療 部 局

土 木 部 局

応援府県Ｄ★、応援政令市ｄ
現地連絡所

幹事府県

被災府県Ｂ
現地事務所

被 災 府 県 Ａ 内

被 災 府 県 Ｂ 内
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（２）広域連合災害対策（支援）本部の設置

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.31］

広域連合は、被害が甚大で広域連合の組織を挙げた広域応援が必要と判断される場合には、

次のとおり災害対策本部を設置する。

なお、関西圏域外で大規模広域災害が発生した場合において、被害が甚大で広域連合の組織

を挙げた広域応援が必要と判断される場合は、災害対策本部に準じて災害対策支援本部を設置

する。

① 組織

ア 本部長、副本部長、本部員

- 本部長は、連合長を充てる。

- 副本部長は、副連合長、広域防災担当委員及び同副担当委員を充て、本部長に事故があ

るときは、その職務を代理する。

- 本部員は、その他の構成団体の長を充てる。

イ 府県・政令市災害対策（支援）本部との関係

- 広域連合災害対策（支援）本部と構成団体・連携県の災害対策（支援）本部は相互に情

報共有を図り、連携して災害対応・支援に当たる。

＜広域連合災害対策（支援）本部組織図＞

② 設置場所

・広域連合災害対策（支援）本部は兵庫県災害対策センター（神戸市中央区）に設置する。

同センターが壊滅的な被害等により使用できない場合は、原則として兵庫県災害対策本部

が置かれる場所と同じ場所に設置する。

③ 業務

・関西圏域内外の大規模広域災害に関する情報を収集すること。

・災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を決定すること。

- 応援要員の派遣、物資及び資機材の供給その他の対策の方針

- カウンターパート方式の決定

- 緊急声明の発表

- 現地支援本部及び現地連絡所の設置 等

広域連合災害対策（支援）本部
（広域連合委員会）

アドバイザー（有識者）

本部長
（連合長）

副本部長
（副連合長、

広域防災担当委員、
同副担当委員）

本部員
（構成団体の長）

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ （ー連携県・広域実動機関）

事務局（広域防災局）

基本４班

・総括班

・調整班

・企画班

・広報班

分野グループ
・企画県民グループ
・医療グループ
・健康福祉グループ
・産業労働グループ
・農政環境グループ
・県土整備グループ
・給水グループ
・教育グループ

連携
連携

助言構成団体
災害対策

（支援）本部

連携県
災害対策

（支援）本部 連携
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・災害応急対策に関し、構成団体、連携県及び関係機関相互間の連絡調整を図ること。

④ 本部会議

・本部長は、業務を遂行するため、必要に応じて本部会議を開催する。

・本部会議は、本部長、副本部長及び本部員で構成する。

・本部長は、専門的見地からの助言を得るため、必要に応じて本部会議にアドバイザーとし

て学識経験者等の有識者の出席を求める。

・本部長は、関係機関との連携を図るため、必要に応じて本部会議にオブザーバーとして連

携県及び広域実動機関の職員の出席を求める。

・自府県・政令市の災害対応又は交通途絶等のため、本部員が一堂に会することができない

場合は、全国知事会の WEB 会議システムを活用した WEB 会議、書面開催等による。

⑤ 事務局

・広域連合災害対策（支援）本部に、その業務を処理させるため、事務局を置く。

ア 編成

- 事務局に事務局長その他の事務局員を置き、事務局長に広域防災局長を充てる。

- 事務局長を補佐させるため、事務局に事務局次長を置き、広域防災局次長及び同局防災

計画参事を充てる。

- 事務局次長は、事務局長に事故があるときは、その職務を代理する。

- 事務局に、総括班、調整班、企画班、広報班の基本４班を置き、兵庫県災害対策センタ

ーにおいて下表「事務局各班・各分野グループの所掌事務」に掲げる業務を処理させる。

調整班には、必要に応じて、要員、物資、避難の各調整チームを置く。

- 事務局に分野別のグループを置き、兵庫県庁各部執務室（医療グループは徳島県庁）に

おいて下表「事務局各班・各分野グループの所掌事務」に掲げる業務を処理させる。

イ 事務局員の動員及び配置

- 事務局員（班員及びグループ員）は、広域連合広域防災局及び広域医療局の職員並びに

広域連合の広域防災担当県である兵庫県の職員を充てる。

- 広域連合本部事務局は、事務局員として、事務局に職員を派遣する。

- 広域連合各分野事務局（広域防災局及び広域医療局を除く。）は、事務局長から要請が

あった場合は、事務局員として、事務局に職員を派遣する。

- 構成団体は、事務局員として、事務局に職員を派遣する。ただし、自府県・政令市の災

害対応のため派遣が困難な場合はこの限りではない。

- 連携県は、必要に応じて、事務局員として、事務局に職員を派遣する。

- 広域連合本部事務局、各分野事務局、構成団体及び連携県から派遣された職員は、事務

局業務のほか、派遣元との連絡調整に当たる。

- その他詳細は、下表「事務局員の動員計画」及び「事務局員の配置計画」のとおりとす

る。
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＜事務局各班・各分野グループの所掌事務＞

ａ 基本４班（分野横断）

班 名 所 掌 事 務

総括班 ・広域連合災害対策（支援）本部事務局の総括

・災害情報（災害状況、災害対策状況）、応援情報（広域連合・構成団

体・連携県の応援状況）の取りまとめ

・広域連合災害対策（支援）本部会議の運営（会議資料の取りまとめ、

会議の進行、議事録作成）

・広域連合災害対策（支援）本部発表資料の作成

・現地支援本部、現地連絡所との連絡調整総括

・構成団体、連携県との連絡調整総括

・国（現地対策本部、出先機関を含む。）、全国知事会、他圏域との連

絡調整総括

・女性の視点での災害対応に関すること

・その他、他班に属さない業務に関すること

調整班

要員調整チーム ・構成団体及び連携県間の要員の需給調整

・構成団体及び連携県の要員派遣状況の把握

・その他要員の応援・受援に関すること

物資調整チーム ・構成団体及び連携県の送付可能物資の把握

・企業等からの寄付申し出の対応・把握

・構成団体及び連携県間の物資の需給・輸送・保管調整

・構成団体及び連携県の物資送付状況の把握

・その他物資の応援・受援に関すること

避難調整チーム ・受入避難所及び住宅等提供可能数の把握

・被災者への避難者受入情報の発信

・避難者受入状況の把握

・帰宅困難者支援

・その他広域避難者等の受入れに関すること

企画班 ・国会、政府、連合議会関係者等の視察対応

・国への提案・要望の取りまとめ

・広域連合災害対策（支援）本部会議開催に係る構成団体等との連絡

調整（本部員等の招集を含む。）

・広域連合議会議員、広域連合本部事務局との連絡調整

・ホームページを活用した情報提供

広報班 ・広報資料の調整

・報道機関対応
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ｂ 分野グループ

グループ名 所 掌 事 務

企画県民グループ
（広域防災担当県（兵庫県）
の企画県民部で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・災害ボランティアの受入れ

・被災市町村事務全般の支援

医療グループ
（広域医療局で編成）

※徳島県庁に設置

以下の項目に係る応援・受援調整

・医療活動の実施
※広域医療局（広域医療担当県である徳島県）は、連絡員として、班員の 1名以上を広域連合災

害対策（支援）本部事務局に派遣する。災害対応で派遣が困難な場合は、広域防災担当県（兵

庫県）の医療部局が広域医療局との連絡調整を行う。

健康福祉グループ
（広域防災担当県（兵庫県）
の健康福祉部で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・被災者の健康対策の実施（保健・福祉、栄養）

・被災者の心のケアの実施

・生活衛生対策の実施（入浴の確保）

・防疫対策の実施

・遺体の葬送

・災害弔慰金、災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付

産業労働グループ
（広域防災担当県（兵庫県）

の産業労働部、広域産業振興
局で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・生活必需品の供給

・海外からの支援の受入れ

農政環境グループ
（広域防災担当県（兵庫県）
の農政環境部、広域産業振興
局農林水産部、広域環境保全

局で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・食料の供給

・社会基盤施設（漁港、海岸、治山施設、林業用施設、農地・農業用

施設、集落排水施設）の緊急対策及び復旧

・生活衛生対策の実施（し尿処理）

・災害廃棄物の処理

県土整備グループ
（広域防災担当県（兵庫県）
の県土整備部で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・被災建築物等の危険度判定

・応急仮設住宅の整備・確保

・社会基盤施設（道路、鉄道、港湾、空港・ヘリポート、海岸、河川、

砂防施設、下水道）の緊急対策及び復旧

給水グループ
（広域防災担当県（兵庫県）

の企業庁で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・保存飲料水の供給

・給水車の派遣

・水道の緊急対策及び復旧

教育グループ
（広域防災担当県（兵庫県）
の教育委員会事務局で編成）

以下の項目に係る応援・受援調整

・学校の教育機能の回復

・文化財の緊急保全



第３章 初動の手順

２ 応援・受援体制の確立

32

＜事務局員の動員計画＞

兵庫県が被災していない、又
は被災の程度が小さい場合
（兵庫県災害対策支援本部設置時）

兵庫県が被災し、被災の程
度が大きい場合
（兵庫県災害対策本部設置時）

１）原則として以下の職員により編成する。

①広域連合広域防災局の職員
13 名

（広域企画課・防災課職員）

７名
（広域企画課職員）

②兵庫県災害対策本部事務局（広域調整

班）の各部応援要員として予め指定され

た職員

６名 ６名

③広域連合本部事務局課長（兵庫県担当）

及び同付職員
５名 ５名

④広域連合本部事務局※が派遣する職員

注：広域連合災害対策（支援）本部設置準備段

階から広域連合本部事務局は職員を広域

防災局に派遣する。

２名 ２名

⑤兵庫県企画県民部広報課の職員 若干名 若干名

⑥構成団体※（兵庫県を除く。）が派遣する

職員

注：自府県・政令市の災害対応のため派遣が困

難な場合は可能な範囲で派遣する。

９名
（１名×９団体）

18 名
（２名×９団体）

⑦連携県※が必要に応じて派遣する職員
４名

（１名×４団体）

４名
（１名×４団体）

基

本

４

班

２）上記の職員のみで対応しがたい場合

は、右記による。

・広域連合本部事務局に対し、職員の追加派遣を要請

・構成団体に対し、職員の追加派遣を要請

分
野
グ
ル
ー
プ

・右記の職員により編成する。

・兵庫県災害対策（支援）本部の各部職員、広域医療局

の職員

・広域連合に当該分野に対応する分野事務局（広域医療

局を除く。）がある場合は、必要に応じて当該分野局

に対し、職員の派遣を要請

※職員の人選について

広域連合本部事務局、構成団体及び連携県は、広域連合災害対策（支援）本部事務局に派遣す

る職員の人選を予め行う。人数の目安は以下のとおり。

‐広域連合本部事務局・・・・・・・・・５名（２名＋要請により追加派遣する職員３名）

‐各構成団体 ・・・・［兵庫県が被災していない場合］２名（１名＋要請により追加派遣する職員１名）

［兵庫県が被災した場合］３名（２名＋要請により追加派遣する職員１名）

‐各連携県・・・・・・・・・・・・・・１名



第３章 初動の手順

２ 応援・受援体制の確立

33

＜事務局員の配置計画＞

ａ 兵庫県が被災していない、又は被災の程度が小さい場合（兵庫県災害対策支援本部設置時）

事務局長 ：広域防災局長（兵庫県防災監・同県災害対策支援本部統括兼務）

事務局次長：広域防災局次長（兵庫県防災企画局長・同県災害対策支援本部総務局長兼務）

事務局次長：広域防災局防災計画参事（兵庫県広域防災参事・同県災害対策支援本部広域支援局長兼務）

人員（班・グループ長を含む。）
班・グループ名及び班・グループ長

広域連合 兵庫県 構成団体等

総括班

班長：広域防災局広域企画課長（兵庫

県企画県民部防災企画局広域企画室長・同県災害対

策支援本部広域支援班長兼務）

調整班

班長：広域防災局防災課長（兵庫県企画

県民部防災企画局防災計画課長・同県災害対策支援

本部本部会議班長兼務）

・要員調整チーム長：広域防災局広域

企画課長補佐（兵庫県企画県民部防災企画局

広域企画室係長・同県災害対策支援本部広域支

援班長代理兼務）

・物資調整チーム長：広域防災局広域

企画課長補佐（兵庫県企画県民部防災企画局

広域企画室係長・同県災害対策支援本部広域支

援班長代理兼務）

・避難調整チーム長：広域防災局防災

課長補佐（兵庫県企画県民部防災企画局防災

計画課係長・同県災害対策支援本部本部会議班

長代理兼務）

広域防災局

広域企画課７名

防災課 ６名

本部事務局１名
※さらに要請により本

部事務局が職員を派

遣

兵庫県各部応援

要員 ６名
※兵庫県災害対策支

援本部事務局（広域

調整班）の職員を充

てる。

企画班

班長：本部事務局課長（兵庫県担当）
（兵庫県企画県民部広域行政課長・同県災害対策支

援本部企画県民部協力班長兼務）

本部事務局

課長（兵庫県担

当）付 ５名

企画課等 １名
※さらに要請により本

部事務局が職員を派

遣

－

基

本

４

班

広報班

班長：兵庫県企画県民部広報課長（兵

庫県災害対策支援本部広報班長兼務）

※要請により本部事務

局が職員を派遣
兵庫県企画県民

部広報課

（若干名）

構成団体 ９名
※さらに要請により

構成団体が職員を

派遣

連携県 ４名
※必要に応じて連携

県が派遣

医療グループ

グループ長：広域医療局長（徳島県保健

福祉部医療健康総局長）

※徳島県庁に設置

広域医療局

医療政策課

（若干名）
※うち 1 名以上を連絡

員として広域連合災

害対策（支援）本部

事務局に派遣

－ －

分
野
グ
ル
ー
プ

その他のグループ

グループ長：兵庫県災害対策支援本部

各部該当部長兼務

－ 兵庫県災害対策

支援本部各部該

当部の職員が兼

務

※広域連合該当分野

局（広域医療局を

除く。）がある場合

は当該分野局が職

員を派遣

※各分野グループが当該分野の要員・物資の調整を行い、調整班は、全体の取りまとめと調整を

行う。

※時期により必要人員に偏りが生じることから、各班長・グループ長は、兵庫県災害対策支援本

部事務局とも連携して、柔軟に他班・グループを応援するとともに、必要に応じて班員・グル

ープ員の人数を調整する。
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ｂ 兵庫県が被災し、被災の程度が大きい場合（兵庫県災害対策本部設置時）

事務局長 ：広域防災局長（兵庫県防災監・同県災害対策本部統括兼務）

事務局次長：広域防災局次長（兵庫県防災企画局長・同県災害対策本部総務局長兼務）

事務局次長：広域防災局防災計画参事（兵庫県広域防災参事・同県災害対策本部広域支援局長兼務）

人員（班・グループ長を含む。）
班・グループ名及び班・グループ長

広域連合 兵庫県 構成団体等

総括班

班長：広域防災局広域企画課長（兵庫県

企画県民部防災企画局広域企画室長・同県災害対策

本部広域支援班長兼務）

調整班

班長：事務局次長（広域防災局防災計

画参事）兼務

・要員調整チーム長：広域防災局広域

企画課長補佐（兵庫県企画県民部防災企画局

広域企画室係長・同県災害対策本部広域支援班長

代理兼務）

・物資調整チーム長：広域防災局広域

企画課長補佐（兵庫県企画県民部防災企画局

広域企画室係長・同県災害対策本部広域支援班長

代理兼務）

・避難調整チーム長：広域防災局広域

企画課長補佐

広域防災局

広域企画課７名

本部事務局１名
※さらに要請により

本部事務局が職員

を派遣

兵庫県各部応援

要員 ６名
※兵庫県災害対策本

部事務局（広域調整

班）の職員を充て

る。

企画班

班長：本部事務局課長（兵庫県担当）
（兵庫県企画県民部広域行政課長・同県災害対策本

部企画県民部協力班長兼務）

本部事務局

課長（兵庫県担

当）付 ５名

企画課等 １名
※さらに要請により

本部事務局が職員

を派遣

－

基

本

４

班

広報班

班長：兵庫県企画県民部広報課長（兵

庫県災害対策本部広報班長兼務）

※要請により本部事

務局が応援要員を

派遣

兵庫県企画県民

部広報課

（若干名）

構成団体 18 名
※さらに要請により

構成団体が職員を

派遣

連携県 ４名
※必要に応じて連携

県が派遣

医療グループ

グループ長：広域医療局長（徳島県保健

福祉部医療健康総局長）

※徳島県庁に設置

広域医療局

医療政策課

（若干名）
※うち 1名以上を連絡

員として広域連合

災害対策（支援）本

部事務局に派遣

－ －

分
野
グ
ル
ー
プ その他のグループ

グループ長：兵庫県災害対策本部各部

該当部長兼務

－ 兵庫県災害対策

本部各部該当部

の職員が兼務

※広域連合該当分野

局（広域医療局を

除く。）がある場合

は当該分野局が職

員を派遣

※各分野グループが当該分野の要員・物資の調整を行い、調整班は、全体の取りまとめと調整を

行う。

※時期により必要人員に偏りが生じることから、各班長・グループ長は、兵庫県災害対策本部事

務局とも連携して、柔軟に他班・グループを応援するとともに、必要に応じて班員・グループ

員の人数を調整する。
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（３）カウンターパート方式による応援・受援

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.35］

広域連合は、複数府県の被害が甚大で広域連合の組織を挙げた広域応援が必要と判断される

場合は、速やかに下記の「カウンターパートの設定の考え方」により、カウンターパート案を

作成し、電話及び電子メール等で構成団体及び連携県と協議の上、カウンターパートを決定す

る。

広域連合及び応援府県は、同様に協議の上、同一の被災府県を割り当てられた応援府県の中

から幹事府県を決定する。

幹事府県は、同一の被災府県を応援する応援府県・政令市間の連絡調整を行うとともに、こ

れらを代表して当該被災府県及び広域連合と連絡調整を行う。

広域連合は、カウンターパート及び幹事府県を決定した場合は、「応援計画書」（様式３）に

より、構成団体及び連携県へ通知する。

広域連合は、カウンターパート方式をとった場合においても、救援物資の保有状況、被災者

の避難先に関する意向、災害廃棄物の受入余力等の問題により、同一の被災府県を割り当てら

れた応援府県・政令市だけでは対応が困難な場合は、その都度、構成団体及び連携県と調整し、

カウンターパート方式の応援先にかかわらず、応援府県・政令市に応援内容及び応援先を割り

当てる。

＜カウンターパートの設定の考え方＞

ｽﾃｯﾌﾟ１ 各府県における避難者数等の状況から、①被災府県、②域内対応府県、③応援府県の

３つに区分する。

ｽﾃｯﾌﾟ２ 次のことを考慮し、被災府県と応援府県を組み合わせる。

・地理的条件（府県間の距離・道路状況を踏まえた移動時間、府県の配置等）

・被災府県の被害の程度と各被災府県に割り当てる応援府県の数及び人口や職員数等の

規模のバランス

・緊急派遣チームの派遣元と派遣先

①被災府県 被害が甚大（被害大）で他府県からの応援が必要な府県

②域内対応府県 相当程度の被害（被害中）があり、他府県からの応援は必要としないが、自府県内の

災害対応に専念する必要がある府県

③応援府県 被災していない（被害なし）府県又は被災の程度が軽微（被害小）で被災府県を応援

できる状況にある府県
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＜カウンターパートの設定例＞

京都府、大阪府及び奈良県に甚大な被害が発生した例を下記に示す。滋賀県及び福井県が京

都府を、和歌山県及び鳥取県が大阪府を、三重県及び徳島県が奈良県を応援することとなる。

下記はあくまで例であり、大規模広域災害発生時に、被災状況等を踏まえて、その都度設定す

る。

＜カウンターパート方式の場合における応援内容の連絡から応援実施までの流れ＞

1 2 3 4 5 6

滋賀県 なし･小

京都府

京都市

大阪府

大阪市

堺市

兵庫県

神戸市

和歌山県 なし･小

徳島県 なし･小

鳥取県 なし･小

福井県 なし･小

三重県 なし･小

奈良県 大
滋賀県
78分

和歌山県
104分

三重県
116分

徳島県
177分

福井県
191分

鳥取県
212分

※○囲みは団体名欄の被災団体を応援する団体

三重県
134分

徳島県
141分

滋賀県
61分

和歌山県
83分

被害なし・小の団体から被害大の団体までの予測移動時間（短い順）

滋賀県
41分

三重県
101分

和歌山県
123分

福井県
165分

徳島県
188分

カウンターパートの設定例
（複数府県が同時被災する地震を想定）

団体名

中

大

大

被害

鳥取県
214分

鳥取県
182分

福井県
182分

福井県

滋賀県

京都府
京都市兵庫県

神戸市

鳥取県

徳島県

大阪府
大阪市
堺市

奈良県

三重県

和歌山県

凡例

被災府県（被害大）

域内対応府県（被害中）

応援府県（被害なし・小）

(⑤)

★印：幹事府県

(⑤)他の被災府県を割り当てられ
た幹事府県を通じて府県・政
令市と調整の上、応援計画内
訳書により応援内容を割当て
（様式2-2～2-4）

(④)同一の被災府県を割り当てら
れた応援府県・政令市で対応
困難な場合は、応援要請内訳
書により連絡
（様式2-2～2-4）

⑦応援計画内訳書
（経由）

②応援要請内訳書
（様式2-2～2-4）

⑧応援の実施

⑧応援の実施

応援府県Ｅ★

応援府県Ｆ

現地支援本部Ｂ

⑥応援計画内訳書

（様式2-2～2-4）

応援府県Ｄ

広域連合
災害対策(支援)本部

被災府県Ａ
災害対策本部

①応援内容
の連絡

被災政令市ａ
災害対策本部

被災府県Ｂ
災害対策本部

②応援要請内訳書
（様式2-2～2-4）

応援府県Ｃ★

災害対策支援本部

応援政令市ｃ
災害対策支援本部

⑦応援計画内訳書
（経由）

現地支援本部Ａ

応援府県Ｃ★

応援政令市ｃ

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

③応援要請内訳書
（経由）

応援府県Ｆ
災害対策支援本部

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

応援府県Ｄ
災害対策支援本部

応援府県Ｅ★

災害対策支援本部

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

⑥応援計画内訳書
（様式2-2～2-4）

③応援要請内訳書
（経由）

(④)



第３章 初動の手順

２ 応援・受援体制の確立

37

（４）現地支援本部及び現地連絡所の設置

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.35］

① 被災府県による現地への職員派遣

被災府県は、必要に応じ、特に甚大な被害を受けた市町村に、現地事務所を設置するなど

職員を派遣し、情報収集に当たるとともに、被災市町村の災害対応を支援する。また、派遣

された職員は、応援府県・政令市が設置する現地連絡所との連絡調整に当たる。

② 広域連合及び応援府県・政令市による現地支援本部及び現地連絡所の設置

広域連合及び応援府県・政令市は、広域連合災害対策（支援）本部が設置されたときは、

応援府県・政令市間で調整の上、必要に応じて、以下の要領で被災府県内に現地支援本部を、

被災市町村内に現地連絡所を設置する。現地連絡所は、被災府県が被災市町村内に派遣した

職員と緊密な連携を図る。

＜現地支援本部等に係る役割分担＞

○印の団体が現地支援本部等に要員を派遣し、その運営に当たるとともに、業務に必要な

備品等の準備を行う。

区 分 現地組織 広域連合 応援府県 応援政令市

現地支援本部（被災府県内） ○ ○ ○（注）

原 則

現地連絡所（被災市町村内） ○ ○

現地支援本部（被災府県内） ○ ○（注）
カウンター
パート方式

現地連絡所（被災市町村内） ○ ○

（注）現地連絡所を設置した場合はそちらを優先し可能な範囲で対応

・現地支援本部の統括は、広域連合（カウンターパート方式の場合：幹事府県）が行う。

・現地連絡所の統括は、応援府県が行う。応援府県が複数の場合は、広域連合及び当該応援

府県で協議の上、統括を担当する応援府県を決定する。

・被災市町村の支援は一義的には被災府県の責務であることから、被災市町村との連絡調整

は、被災府県が行う。

・被災府県の業務軽減の観点から、広域連合災害対策（支援）本部（カウンターパート方式

の場合：幹事府県災害対策支援本部）との連絡調整は、現地支援本部が行う。
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＜現地支援本部（被災府県内）設置・運営要領＞

項 目 内 容

①業務内容 a）現地の被害状況と交通情報を収集し、逐次報告する。

b）被災府県の支援ニーズを把握し、逐次報告する。

c）阪神・淡路大震災や東日本大震災等の過去の災害の経験を生かし、

緊急・応急対応から被災者支援、復旧・復興に係る課題・対策事例を

伝え、今後発生する対応業務について情報提供・支援を行う。

d）被災府県、応援府県間の連絡調整を行う。

②編成 a）総括１名及び総括補佐２～３名の計３～４名で編成する。

‐総括（全体の取りまとめ、被災府県との連絡調整窓口）

‐総括補佐（総括の補佐、情報収集・整理、車両運転等）

③設置・運営手

順

a）被災府県災害対策本部の周辺（被災府県庁内等）に、業務スペース

と机・椅子を確保する。状況に応じて、被災府県に依頼する。

b）被災府県災害対策本部の本部会議や事務局において、被災府県の業

務に支障のない範囲で、情報収集を行う。

c）被災府県との意見交換の場や、被災府県と全国から応援に入ってい

る自治体間の情報交換の場を定期的に開催する仕組みを構築する。

d）広域連合、構成団体、連携県の各災害対策（支援）本部と現地支援

本部との連絡窓口を一本化し、関係団体間で情報共有が図られる仕組

みを構築する。

④主な装備品 広域連合・応援府県は、自己完結を原則とし、分担して必要な装備品（下

記例示）を持ち込む。

a）共同装備（必須）

車両等移動手段及び非常用燃料、寝袋・毛布等、食料、飲料水、携帯

コンロ及び燃料、デジタルカメラ、衛星携帯電話・トランシーバー等

通信機器、パソコン、データ通信機器、プリンタ、用紙、交換インク・

トナー、USB メモリ、事務用品、トイレパック、ウェットティッシュ、

水のいらないシャンプー、マスク、地図、阪神・淡路大震災の教訓・

事例集（阪神・淡路大震災１年の記録、阪神・淡路大震災１ヶ月の記

録、「伝える」等）

b）共同装備（必要に応じて）

テント、発電機、投光器等

c）個人装備

防寒着、ライト、ヘルメット、手袋等

⑤受入体制 ・被災府県は、現地支援本部に対し、受入担当を置き、被害状況、支援

ニーズ等の情報を提供するとともに、可能な限り、通信手段の貸与、

業務スペース、駐車場、仮眠場所の確保等を行い、活動が円滑に行わ

れるよう配慮する。
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＜現地連絡所（被災市町村内）設置・運営要領＞

項 目 内 容

①業務内容 a）被災市町村からの応援ニーズを把握する。

b）被災市町村と応援府県・政令市との連絡調整を行う。

c）教育、ボランティア、避難所運営、行政通常業務、災害時発生行政

業務（家屋被害認定、罹災証明書発行、災害弔慰金、生活再建支援金、

義援金、住宅応急修理、被災者健康相談・衛生対策、心のケア、仮設

住宅対策、がれき処理等環境対策）など被災市町村に生じる課題解決

を直接支援する。

②編成 a）総括及び必要に応じて派遣する専門職員により編成する。

総括、情報収集・連絡員、ロジスティックス担当、教育担当、ボラ

ンティア総括コーディネーター、避難所運営担当、市役所・町村役

場業務担当、保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、仮設住宅

等住宅対策担当、がれき処理等環境対策担当等

③設置・運営手

順

a）被災府県と被災市町村の支援について協議した上で、被災市町村と

支援の実施について協議し、支援分野、応援要員の配置を決める。

c）被災市町村災害対策本部の周辺（被災市町村役場内等）に業務スペ

ースと机・椅子を確保する。状況に応じて、被災市町村に依頼する。

d）被災市町村災害対策本部の本部会議や事務局において、被災市町村

の業務に支障のない範囲で、情報収集を行う。

e）現地連絡所の職員は相互の情報共有に努めるとともに、被災府県が

現地に派遣した職員と定期的に情報交換・打合せを行い、緊密な連携

を図る。

f）被災市町村との意見交換の場や、全国から応援に入っている自治体、

ＮＰＯ等と、避難所支援、救援物資等の課題別に情報交換を行う場を

定期的に開催する仕組みを構築する。

g）市町村業務の支援を行う職員は、それぞれの分野を所管する被災市

町村の局部課の長の指示のもとで支援業務を実施する。

h）総括担当者は、状況に応じた派遣職員の業務分野等について、被災

市町村の人事担当者と調整する。

i）広域連合、構成団体、連携県の各災害対策（支援）本部及び現地支

援本部において現地連絡所の支援体制を整備する。

④主な装備品 応援府県・応援政令市は、自己完結を原則とし、分担して必要な装備品

を持ち込む。

※必要な装備品は現地支援本部と同じ（前頁参照）。

⑤受入体制 ・被災市町村は、現地連絡所に対し、受入担当を置き、被害状況、支援

ニーズ等の情報を提供するとともに、可能な限り、通信手段の貸与、

業務スペース、駐車場、仮眠場所の確保等を行い、活動が円滑に行わ

れるよう配慮する。
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（５）政府現地対策本部設置時の対応

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.35］

政府の緊急災害現地対策本部（以下「現地対策本部」という。）が設置された際は、広域連

合及び構成府県は、連携県と連携し、以下により同本部に要員を派遣する。

なお、国の東南海・南海地震応急対策活動要領が適用された場合は、同要領に基づく活動を

基本とし、これを本要綱に基づく活動で補う形で相互に連携を図る。

被災府県 広域連合 応援府県

派遣基準 関西圏域において政府現地対策本部が設置されたとき

【設置根拠】災害対策基本法第 25 条第６項、同法第 28 条の３第８項

【設置例】中央防災会議「東南海・南海地震応急対策活動要領」（H18.4）によれば、

設置場所：原則として、愛知県、大阪府、香川県とする。

管轄区域：愛知県に置く本部→岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

大阪府に置く本部→滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

香川県に置く本部→徳島県、香川県、愛媛県、高知県

派遣依頼：政府現地対策本部に、管轄内府県の幹部の派遣を依頼する。

派遣人数 派遣依頼に基づく幹部派遣のほか、各府県

で定める人数

２人程度 派遣依頼に基づく幹

部派遣のほか、各府県

で定める人数

業務内容

（想定）

被災府県等の情報を集約し、国の支援等

に関する情報を被災府県等に伝達すると

ともに、以下の業務について政府現地対策

本部との連絡調整に当たる。

１ 被災府県等から被害状況や対応状況

に関する情報を収集し、政府現地対策本

部の情報集約担当へ伝達する。

２ 被災府県等における課題や国への要

請等を把握し、政府現地対策本部の事案

調整担当へ伝達し、必要な調整を行う。

３ 関連する情報や要請への国の対応状

況、各種事案への対応状況を収集し、被

災府県等に伝達するとともに、必要な調

整を行う。

４ 被災府県等からの問い合わせ等に関

して、政府現地対策本部各班・担当と必

要な調整を行う。

５ 各種会議に参加し被災府県等の活動

状況について報告するとともに、会議結

果を会議資料とともに被災都道府県等

へ送付する。

６ 業務予定及び業務記録を作成し被災

府県等へ送付する。

７ 被災府県等から政府現地対策本部へ

派遣された職員の管理を行う。

８ その他特に指示された特別な業務を

実施する。

※現地対策本部業務マニュアル【大規模震

災対応編】総括版（平成 21 年 3 月内閣

府政策統括官（防災担当））より抜粋

国、構成府県及び連

携県とともに応援・受

援の調整を行う。

国の支援等に関す

る情報を収集・整理

し、広域連合、構成府

県及び連携県に伝達

する。

広域連合と連携し、

被災府県の派遣職員

を補助する。

国の支援等に関す

る情報を収集・整理す

るとともに、必要な調

整を行う。
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第４章 応援・受援の手順
［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.40］

広域連合及び構成団体は、大規模広域災害が発生したときは、連携県、市町村及び関係機関・団

体と連携し、本章の手順を基本に応援・受援を行う。

なお、本章には、広域連合及び構成団体、連携県の業務だけでなく、市町村、関係機関・団体の

業務についても、応援・受援の調整に必要な範囲で記載している。

＜応援・受援の分野＞

番号 分 野 ﾍﾟｰｼﾞ

①情報の収集・共有及び公表 44

②輸送経路・手段の確保 49１ 分野共通の手順

③応援要員の派遣 53

２ （※）救助・救急及び消火活動の実施 64

３ 医療活動の実施 75

４ （※）避難指示等の発令及び避難誘導 85

５ 広域避難の実施 88

６ 避難所の運営 94

７ 帰宅困難者の支援 99

８ 生活物資の供給 102

９ （※）給水 109

①（※）保健・福祉 113
10 被災者の健康対策の実施

②（※）栄養 117

11 被災者の心のケアの実施 121

①し尿処理 125
12 生活衛生対策の実施

②入浴の確保 125

13 防疫対策の実施 133

14 遺体の葬送 137

15 （※）被災建築物等の危険度判定 142

16 応急仮設住宅の整備・確保 145

①全般

道路、鉄道、港湾、漁港、空港・ﾍﾘﾎﾟｰﾄ、

海岸、河川、砂防施設、治山施設、林業用

施設、農地・農業用施設、集落排水施設

154

②（※）水道 158

③（※）下水道 162

17 社会基盤施設の緊急対策及び復旧

④（※）電気・ガス・通信 168

18 災害廃棄物の処理 171

①災害弔慰金、災害障害見舞金の支給及び災害援
護資金の貸付

175

②義援金の募集・配分 179

③被災者生活再建支援金の支給 182

19 被災者の生活支援

④相談窓口の開設 186

20 被災市町村事務全般の支援 190

21 学校の教育機能の回復 194

22 文化財の緊急保全 199

23 災害ボランティアの活動促進 203

24 （※）海外からの支援の受入れ 208
＊分野区分は関西防災・減災プラン（地震・津波災害対策編）のオペレーションマップに基づく。
＊「※」印の分野は、法令の定めや既定の応援制度により応援調整等が図られる分野であるが、災害対応の
全体像を示すため、簡易に記載。



第４章 応援・受援の手順

冒頭

43

＜分野別手順書の見方＞

（例）

８ 生活物資の供給

（１）基本方針

広域連合及び構成団体は、連携県、市町村等と連携し、被災地におけ

る食料や生活必需品等の需要を的確に把握し、備蓄物資や関係機関・団

体間のネットワーク等を活用して調達した救援物資を・・・

（２）応援内容

（３）フォーメーション

（４）オペレーション

①被災市町村の業務

②被災府県の業務

③広域連合の業務

④応援府県の業務

⑤応援市町村の業務

⑥関係広域機関等の業務

＜留意事項＞

（連絡先リストの事前作成・協定締結）

①物資を円滑に調達し被災者に供給できるよう、弁当業者や・・・

基本方針

何のために、誰のために、ど

のような方針で業務を行うのか

を簡潔に記載。

応援内容（応援調整対象の一覧）

①応援要員の派遣、②物資・

資機材の供給、③その他（避難

者及び傷病者の受入れ、その他

必要な応援）の別に応援・受援

調整の対象となる事項を記載。

フォーメーション（基本体制図）

応援・受援を行う基本的な体

制を示す図。各主体の役割と相

互の関係を記載。

オペレーション（業務フロー図）

応援・受援の業務の流れを①

被災市町村、②被災府県、③広

域連合、④応援府県、⑤応援市

町村、⑥関係広域機関等の関係

を示して記載。

※矢印の凡例

〔基本体制図・業務フロー図共通〕

：要請、働きかけ、連絡、

物資供給、職員派遣等

：協議、調整、連携等

オペレーション（業務内容）

業務フロー図に沿って各主体

の業務の内容をチェックリスト

形式で記載。

時 期 応援要員の派遣 物資・資機材の供給 その他

初 動 期

(発災から概ね３日間)

― ・以下に例示する基本物資を中心に、被災地の需要に応じ

て、必要な物資を末端まで迅速に供給する。

―

主な基本物資（属性別）

乳幼児 女性 災害時要援護者

食料 ・アルファ化米 ・粉ミルク ・流動食
・即席めん ･離乳食 ・透析用米飯
・精米
・おにぎり
・弁当

属性に関わらず必要な物資

a 必要な物資の把
握

a 必要な物資の把
握

a 情報収集 a 情報収集 a 情報収集

b 備蓄物資の配布 b 備蓄物資の配布

※不足の場合は、
①協定締結事業
者・団体、②近
隣市町村に物資
の提供を要請

※不足の場合は、
①協定締結事業
者・団体、②管
内市町村に物資
の提供を要請

c c b 府県間調整
【様式3-3】

b 調達 b 調達

（カウンターパート方式）

b 調達
※同一府県を応援

する府県と調整

・府県間調整
（他の被災府県
を応援する府県
と調整）

・
《不足の場合》
品目、数量、送
付場所を連絡

⑤応援市町村 ⑥関係広域機関等②被災府県①被災市町村 ④応援府県③広域連合

物資の要請
（品目、数量、
送付場所のとり
まとめ、連絡）
【様式2-3】

物資の要請
（品目、数量、
送付場所の連
絡）

オペレーション（留意事項）

業務を行うに当たって留意す

る事項を記載。

広域団体･企業･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等

製造業者
米穀卸業者
弁当業者
コンビニ

等

中央省庁

厚生労働省
農林水産省
経済産業省
総務省
資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁
国土交通省

被
災
市
町
村
以
外
の
市
町
村

国出先機関

地方農政局
地方経済産業局
地方総合通信局
地方運輸局
神戸運輸監理部

広域連合

・情報収集
・府県間調整
・広域機関との

調整 等

避
難
所
・
被
災
者

被災府県内

被災府県 応援府県

被災市町村 応援市町村

・ニーズ把握
・備蓄物資の配布
・物資の要請
・物資集積・配送拠

点の開設及び運営
（倉庫業者、宅配業者

等に協力要請等）

・輸送ルートの確保
・物資配送 等

・情報収集
・物資調達
・輸送手段の確保
・輸送ルートの

確保
・物資輸送 等

調
整

要
請

物資
供給

要請

物資供給

調整

物
資
供
給

調整

応援内容の連絡※1

調
整

広域連合
応援府県･政令市
現地支援本部

要請

要
請

調整

物
資
供
給

要請※2

項 目 内 容

a 必要な物資の把握 □避難者数を確認し、必要な物資及びその数量を把握する。

b 備蓄物資等の配布 □被災府県と連携し、備蓄物資を被災者に配布する。

□災害時の物資提供に係る協定を締結している事業者・団体に対して物

資の提供を要請し、提供物資を被災者に配布する。

c 物資の要請 □物資の不足が見込まれる場合は、必要な物資に関する情報（品目、数

量、送付場所）を被災府県へ連絡する。

d 物資集積・配送拠点

の開設及び運営（市

町村内）

□物資集積・配送拠点の設置規模及び運用方法を決定する。

□物資の集積及び配送のための要員を確保し、拠点を運営する。

□物資集積・配送拠点の開設場所等の情報を被災府県に連絡する。
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１ 分野共通の手順

１－１ 情報の収集・共有及び公表

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.40］

（１）基本方針

広域連合及び構成団体は、連携県、市町村等と連携し、応援・受援活動を迅速・的確に実施

するため、被害状況、被災地ニーズ、対応状況等に関する情報収集を行い、関係機関・団体等

と情報共有を図るとともに、府県民に対応状況等を周知する。

（２）応援内容

時 期
応援要員
の 派 遣

物資・資機
材 の 供 給

その他

初 動 期

(発災から概ね３日間)

― ― ＜収集する情報＞
○地震情報、津波情報
○被害予測
○被害状況

・広域防災拠点、避難所、医療機関等の状況
・人的被害（死者数、行方不明者数、負傷者数、要救助者）
・住家被害（全壊住家数、半壊住家数、一部破損住家数、床

上浸水住家数、床下浸水住家数）
・火災の状況
・道路、鉄道等の交通遮断状況
・ライフラインの状況（断水、停電、電話不通、ガス停止）

○避難状況（避難世帯数、避難者数）
○構成団体、連携県、国の体制（災害対策本部の設置状況） 等

応急対応期

（避難所期）

・

復 旧 期

（仮設住宅期）

― ― ＜収集する情報＞
○救助・救急活動の状況
○医療活動の状況
○避難の状況
・避難所開設状況
・避難者数

○人的・物的支援の状況
・応援要員の派遣
・食料、飲料水、生活必需品、燃料等の供給
・避難者の受入れ、災害廃棄物の受入れ

○応急仮設住宅の整備状況
○交通、ライフライン、医療機関の復旧状況
○ボランティア活動の状況
○災害廃棄物の処理状況
○雇用の状況 等



第４章 応援・受援の手順

１ 分野共通の手順 １－１ 情報の収集・共有及び公表

45

（３）フォーメーション

（４）オペレーション

a 地震・津波情報
の連絡

a 地震・津波情報
の連絡

a 気象庁、管区気
象台

a 被害状況の連絡
及び公表

b 被害状況の連絡
及び公表
【様式1】

a 被害状況の取り
まとめ及び連絡
【様式1】

b 被害状況の連絡

b

c

d

e

消防庁

内閣府

報道機関

応援協定ﾌﾞﾛｯｸ
全国知事会

b ニーズの把握及
び連絡

c ニーズの把握及
び連絡

b ニーズの把握及
び連絡

c ニーズの把握及
び連絡

a ニーズの把握及
び連絡

e

f

応援協定ﾌﾞﾛｯｸ
全国知事会
関係省庁

c 対応状況の連絡
及び公表

d 対応状況の連絡
及び公表

c 対応状況、応援
実施状況の取り
まとめ及び公表
【様式5】

d 応援実施状況の
報告【様式4-1
～4-3】

b 応援実施状況の
報告 f

c

d

e

関係省庁

内閣府

報道機関

応援協定ﾌﾞﾛｯｸ
全国知事会

※広域連合（カウンターパート方式の場合：被災府県）は、応援府県に連絡する場合は、原則として当該応援府県内の応援政令
市にも同内容を連絡する。

①被災市町村 ②被災府県 ⑤応援市町村 ⑥関係広域機関等④応援府県③広域連合

（地震・津波情報の連絡）

（カウンターパート方式）

被災府県内

避
難
所
・
被
災
者

被災府県 応援府県 中央省庁､国出先機関被
災
市
町
村
以
外
の
市
町
村 報道機関

・被害状況の連絡・
発信

・ニーズの把握
・対応状況の発信

・被害状況の把
握

・ニーズの把握
・応援実施状況

の連絡 等

気象庁､管区気象台
消防庁
内閣府
関係省庁

広域連合

九州地方知事会
中部圏知事会
全国知事会

・被害状況の取
りまとめ

・応援実施状況
の発信 等

被災市町村 応援市町村

※1 被災府県は広域連合にニーズを連絡する。ただし、カウンターパート方式の場合は、自府県を割り当てられた応援府県・政令市にニーズを
連絡する。

※2 政府現地対策本部が設置された場合は、同本部を通じて支援を要請する。

住
民
、

団
体
・
企
業
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
等

新聞
テレビ 等

・被害状況の連絡・
発信

・ニーズの把握
・対応状況の発信

・被害状況の把
握

・ニーズの把握
・応援実施状況

の連絡 等
応援協定ﾌﾞﾛｯｸ等

応援
状況

被害状況
ニーズ

被害状況、ニーズ※1

対処

ニーズ

被害
状況

被害状況※2

被害
状況

地震･津波情報
被害状況

応援
状況

広域連合
応援府県･政令市
現地支援本部

応援府県･政令市
現地連絡所

報道

被害状況
応援状況
(資料提供)

被害状況
ニーズ
応援状況

被害状況、対応状況（資料提供）

被害状況、対応状況（ＨＰ掲載）

被害状況、対応状況（資料提供）

被害状況、対応状況（ＨＰ掲載）

被害状況
支援状況
(資料提供)

ニーズ

ニーズ

被害状況、対応状況（ＨＰ掲載）

被害状況、対応状況（ＨＰ掲載）

被害状況
ニーズ

応援状況

ニーズ

地震
津波
情報

地震･津波情報

地震
津波
情報

被害状況
ニーズ

地震
津波
情報

※2
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① 被災市町村の業務

項 目 内 容

a 被害状況の連絡及び

公表

□管内の被害状況（①人的被害（死者数、行方不明者数、負傷者数）、

②住家被害（全壊住家数、半壊住家数、一部破損住家数、床上浸水住

家数、床下浸水住家数）、③避難状況（避難世帯数、避難者数）等）

を被災府県へ連絡する。

□報道発表等を通じて管内の被害状況を公表する。

b ニーズの把握及び連

絡

□被災地のニーズ（食料、飲料水、生活必需品、燃料、応援要員、避難

者の受入れ、災害廃棄物の受入れ等）を把握し、被災府県へ連絡する。

c 対応状況の連絡及び

公表

□管内の災害対応状況（交通遮断状況、ライフラインの復旧状況、避難

者の状況、応急仮設住宅の状況、災害廃棄物の処理状況等）を被災府

県へ連絡する。

□報道発表等を通じて管内の災害対応状況を公表する。

② 被災府県の業務

項 目 内 容

a 地震・津波情報の連

絡

□気象庁から連絡を受けた地震・津波情報を管内市町村へ連絡する。

b 被害状況の連絡及び

公表

□管内の被害状況を、関西府県・政令市の体制及び被害状況（様式１）

により広域連合へ連絡する。

□管内の被害状況を所定の様式により消防庁へ連絡する。

□報道発表等を通じて管内の被害状況を公表する。

c ニーズの把握及び連

絡

□被災市町村に職員を派遣し、または、設置した現地事務所を通じて、

被災地のニーズを把握する。

□把握したニーズを集約し、必要な応援を広域連合（カウンターパート

方式の場合：幹事府県）、関係省庁等に連絡する。

d 対応状況の連絡及び

公表

□管内の災害対応状況を広域連合に連絡する。

□報道発表等を通じて管内の災害対応状況を公表する。

③ 広域連合の業務

項 目 内 容

a 被害状況の取りまと

め及び連絡

□関西圏域の被害状況を、関西府県・政令市の体制及び被害状況（様式

１）により取りまとめ、構成団体に連絡する。

b ニーズの把握及び連

絡

□現地支援本部等を通じて被災地のニーズを把握し、応援府県・政令市

と情報を共有する。

□把握したニーズを集約し、必要な応援を応援府県・政令市、関係省庁、

応援協定ブロック、全国知事会等に連絡し、応援・受援調整を行う。

※被災府県が庁舎被災等により情報発信が困難な場合は、現地支援本部

等で適宜広報支援を行う。

c 対応状況、応援実施

状況の取りまとめ及

び公表

□被災府県・市町村の対応状況、応援府県・政令市の応援実施状況を取

りまとめ、報道発表資料（様式５）により公表する。

※資料公表の手順は下記のとおりとする。

④ 応援府県の業務

項 目 内 容

a 地震・津波情報の連

絡

□気象庁から連絡を受けた地震・津波情報を管内市町村へ連絡する。

b 被害状況の連絡 □応援府県は、広域連合及び内閣府等から入手した被害状況に関する情

報を応援市町村へ連絡する。
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c ニーズの把握及び連

絡

□広域連合（カウンターパート方式の場合：被災府県）を通じて被災地

のニーズを把握し、管内市町村と情報を共有する。

※被災府県・市町村が庁舎被災等により情報発信が困難な場合は、現地

支援本部・現地連絡所等で適宜広報支援を行う。

d 応援実施状況の報告 □応援実績報告書（様式４）により広域連合に定期的に応援実施状況を

報告する。

⑤ 応援市町村の業務

項 目 内 容

a ニーズの把握及び連

絡

□応援府県等を通じて被災地のニーズを把握し、応援府県と情報を共有

する。

b 応援実施状況の報告 □応援府県に定期的に応援実施状況を報告する。

⑥ 関係広域機関等の業務

機関・団体名 内 容

a 気象庁、管区気象台 □地震・津波情報を官邸、関係省庁、関係都道府県等に連絡する。

b 消防庁 □被害状況を取りまとめ、内閣府へ連絡する。

c 内閣府※ □関係省庁から得た情報を取りまとめ、公表する。

d 報道機関 □新聞、テレビ等の報道機関は、行政機関等から得た情報を住民に報道

する。

e 応援協定ブロック

全国知事会

□広域連合から情報を得て応援に備えるとともに、広域連合から要請が

あった場合は速やかに応援を実施する。

f 関係省庁 □被災府県から情報を得て応援に備えるとともに、被災府県から要請が

あった場合は速やかに支援を実施する。

□対応状況等に関する情報を内閣府に連絡する。

※緊急災害対策本部が設置された場合には「緊急災害対策本部」に読み替える。また、非常災害対

策本部が設置された場合には「非常災害対策本部」に読み替える。

＜広域連合災害対策（支援）本部における広報手順＞

※広域連合が報道発表をする際は、広域連合本部事務局が定める様式によるものとする。

広域連合
災害対策（支援）本部事務局（兵庫県）

①情報収集・取りまとめ
②資料作成
④資料修正・確定
⑦ホームページに掲載

構成団体（兵庫県以外）広域連合
本部事務局

⑥連合議会
議員に報告

広域防災主管課企画課

関係課

広報担当課

関係課

府県市記者クラブ
県政記者クラブ

③調整 ③調整

⑤広報依頼

③
調
整

③
調
整

⑤
広
報
依
頼

⑤
広
報
依
頼

総括班、企画班、広報班
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＜留意事項＞

（通信手段の確保）

①災害発生時の情報伝達手段を確保するため、市町村は指定している避難所にあらかじめ電話を

設置するよう努める。

②災害発生時に情報伝達手段を確保するため、被災市町村は、電気通信事業者に対して特設公衆

電話の設置や携帯電話の貸出しについて働きかける。

③災害発生時に情報伝達手段を確保するため、被災府県は、衛星携帯電話の提供を総合通信局に

働きかける。

（積極的な情報収集及びその活用）

④被災規模が大きいほど被災地からの情報発信が遅れる可能性があることに鑑み、被災地からの

連絡を待つのではなく、現地に職員を派遣する等により積極的・主体的に情報収集を行うこと

が重要である。

⑤情報収集は具体的な対応のために行うものであることに鑑み、断片的な情報からでも被害の全

容を推測し、迅速に対応に結びつけることが重要である。

（災害情報の発信）

⑥情報発信に当たっては、高齢者、障害者、外国人など支援を要する府県民に確実に情報が届く

ように文字情報、映像、音声を組み合わせて分かり易く、かつできるだけ複数の言語で発信す

ることが重要である。

⑦二次被害や風評被害の抑制と迅速・的確な支援の実施につなげる上で自治体による災害広報が

重要であることに鑑み、被災自治体は情報の集約と発信の一元化を図るととともに、報道機関

への積極的な情報発信に努める。
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１－２ 輸送経路・手段の確保

［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.38､p.47､p.60］

（１）基本方針

広域連合及び構成団体は、連携県、市町村等と連携し、物資・人員の緊急輸送を迅速に行う

ため、関係機関の協力を得て、陸路のみならず、海路、空路も含め、多様な輸送経路・手段を

確保する。

なお、本節では輸送経路・手段の確保に関する基本手順を定め、物資の集積・配送に関する

詳細な手順については「大規模広域災害における物資集積・配送マニュアル」で定める。

（２）応援内容

時 期 応援要員の派遣 物資・資機材の供給 その他

初 動 期
(発災から概ね３日間)

― ― ○輸送経路の確保

○輸送手段の確保

○燃料の確保

応急対応期
（避難所期）

・
復 旧 期

（仮設住宅期）

― ―

（３）フォーメーション

※2 自衛隊に対する要請は、自衛隊法第83条による、都道府県からの災害派遣要請を意味する。

管区警察局
地方整備局
地方運輸局
神戸運輸監理部
地方航空局
経済産業局

運送事業者
鉄道事業者
倉庫業者
宅配便事業者
ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ事業者

等

警察庁
国土交通省
資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁

国出先機関

・府県間調整

被
災
市
町
村
以
外
の
市
町
村

・輸送経路の確保
・輸送手段の確保
・燃料の確保
・物資の輸送 等

・輸送経路の確保
・輸送手段の確保
・燃料の確保
・物資の輸送 等

・配送経路の確保
・輸送手段の確保
・燃料の確保
・物資の配送 等

応援府県

被災市町村

※1 政府現地対策本部が設置された場合は、同本部を通じて支援を要請する。

広域実動機関

被災府県内

避
難
所
・
被
災
者

被災府県

応援市町村

海上保安庁
自衛隊

中央省庁

広域連合

・輸送経路の確保
・輸送手段の確保
・燃料の確保
・物資の輸送 等

広域団体･企業･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等

輸送支援等

調整

輸送支援等

要請

ニーズ

調整

要請※1

広域連合
応援府県･政令市
現地支援本部

応援府県･政令市
現地連絡所

輸送配送

輸送
協力

輸送

調整

要請

調整

要請※1
調整

輸送

輸送要請 要請

要請※1､2

要請※1､2

要請

要請

状況
連絡

輸送支援等

輸送支援等
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（４）オペレーション

a 輸送経路の確保
（市町村内）

a 輸送経路の確保
（府県内）

a 輸送経路の確保
（被災府県ま
で）

a 輸送経路の確保
（被災府県ま
で）

a

b

警察庁、管区警
察局
国土交通省、地
方整備局

b 輸送手段の確保 b 輸送手段の確保

※確保が困難な
場合

a 府県間調整 b 輸送手段の確保

※確保が困難な
場合

b 輸送手段の確保

b

c
d

国土交通省、地
方運輸局、神戸
運輸監理部
海上保安庁
自衛隊

c 燃料の確保 c 燃料の確保

※確保が困難な
場合

a 府県間調整 c 燃料の確保

※確保が困難な
場合

c 燃料の確保

e 資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁、
経済産業局

d 物資の輸送 d 物資の輸送

⑤応援市町村 ⑥関係広域機関等②被災府県①被災市町村 ④応援府県③広域連合

① 被災市町村の業務

項 目 内 容

a 輸送経路の確保

（市町村内）

□道路管理者、警察等と連携し、輸送経路に当たる道路の状況を把握す

るとともに、道路管理者に要請して道路の啓開を行う等により、市町

村内の輸送経路を確保する。

□鉄道の運行状況も把握した上で、被災府県、応援府県・市町村等に通

行可能な輸送経路の情報を連絡する。

b 輸送手段の確保 □宅配便事業者、府県トラック協会地方支部、海上運送事業者、道路運

送事業者等に物資又は人員の輸送について協力を要請する。

□ヘリコプターを使用して物資又は人員の輸送を行う必要がある場合

は、被災府県にその旨を連絡する。

□輸送手段の確保が困難な場合は、被災府県にその旨を連絡する。

c 燃料の確保 □輸送に必要な燃料（ガソリン、軽油）を確保する。

□燃料が不足する場合、被災府県に燃料の確保を要請する。

② 被災府県の業務

項 目 内 容

a 輸送経路の確保

（府県内）

□道路管理者、警察等と連携し、輸送経路に当たる道路の状況を把握す

るとともに、道路管理者に要請して道路の啓開を行う等により、府県

内の輸送経路を確保する。

□鉄道の運行状況も把握した上で、被災市町村、応援府県・市町村、広

域連合等に通行可能な輸送経路の情報を連絡する。

b 輸送手段の確保 □宅配便事業者、府県トラック協会、府県倉庫協会、海上運送事業者、

道路運送事業者等に物資又は人員の輸送について協力を要請する。

□ヘリコプターを使用して物資又は人員の輸送を行う必要がある場合

は、自府県内の消防防災ヘリコプター及び警察ヘリコプターを活用す
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る。不足する場合は、消防庁又は警察庁を通じて、他の都道府県に同

ヘリコプターの出動を要請する。

□上記によってもヘリコプターが不足する場合は、災害等緊急時におけ

るヘリコプターの運航に関する協定に基づき、同協定の締結事業者に

対し、ヘリコプターの運航を要請する。

□輸送手段の確保が困難な場合は、国土交通省地方運輸局又は地方航空

局、海上保安庁に輸送手段の確保に関する協力（事業者に対する協力

要請、緊急輸送活動の実施等）を要請する。

□輸送手段の確保が困難な場合は、自衛隊に輸送支援を要請する。

c 燃料の確保 □輸送に必要な燃料（ガソリン、軽油）を確保する。

□燃料が不足する場合は、資源エネルギー庁、業界団体等に燃料の確保

について協力を要請する。

③ 広域連合の業務

項 目 内 容

a 府県間調整 □災害等緊急時におけるヘリコプターの運航に関する協定の締結事業

者に対する被災府県又は応援府県からの運航要請の集中が予想され

る場合は、府県間の運航要請の調整を行う。

□上記のほか、輸送手段や燃料の配分調整を要する場合は、府県間調整

を行う。

□必要に応じて、府県とともに輸送手段や燃料の確保について関係省庁

に働きかける。

④ 応援府県の業務

項 目 内 容

a 輸送経路の確保

（被災府県まで）

□道路管理者、警察等と連携し、輸送経路に当たる道路の状況を把握す

るとともに、鉄道の運行状況も把握し、被災府県までの輸送経路を確

保する。

b 輸送手段の確保 □公用車の活用に加え、府県レンタカー協会を通じて車両を確保する。

□府県トラック協会、府県倉庫協会、海上運送事業者、道路運送事業者

等に輸送手段の確保について協力を要請する。

□ヘリコプターを使用して物資又は人員の輸送を行う必要がある場合

は、自府県内の消防防災ヘリコプター及び警察ヘリコプターを活用す

る。

□上記によってもヘリコプターが不足する場合は、災害等緊急時におけ

るヘリコプターの運航に関する協定に基づき、同協定の締結事業者に

対し、ヘリコプターの運航を要請する。

□輸送手段の確保が困難な場合は、国土交通省、海上保安庁に輸送手段

の確保に関する協力（事業者に対する協力要請、緊急輸送活動の実施

等）を要請する。

c 燃料の確保 □輸送に必要な燃料（ガソリン、軽油）を確保する。

□燃料が不足する場合は、資源エネルギー庁、業界団体等に燃料の確保

について協力を要請する。

d 輸送の実施 □a から cまでの調整ができ次第、輸送活動を実施する。

⑤ 応援市町村の業務

項 目 内 容

a 輸送経路の確保

（被災府県まで）

□道路管理者、警察等と連携し、輸送経路に当たる道路の状況を把握す

るとともに、鉄道の運行状況も把握し、被災府県までの輸送経路を確

保する。
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b 輸送手段の確保 □公用車の活用に加え、府県レンタカー協会を通じて車両を確保する。

□府県トラック協会地方支部、海上運送事業者、道路運送事業者等に物

資又は人員の輸送について協力を要請する。

□ヘリコプターを使用して物資又は人員の輸送を行う必要がある場合

は、応援府県にその旨を連絡する。

□輸送手段の確保が困難な場合は、応援府県にその旨を連絡する。

c 燃料の確保 □輸送に必要な燃料（ガソリン、軽油）を確保する。

□燃料が不足する場合、応援府県に燃料の確保を要請する。

d 輸送の実施 □a から cまでの調整ができ次第、輸送活動を実施する。

⑥ 関係広域機関等の業務

機関・団体名 内 容

a 警察庁、管区警察局 □府県警察が行う交通規制について広域的な見地から調整を行うとと

もに、府県警察に対して必要に応じて指導を行う。

b 国土交通省 □（地方整備局）道路管理者として、警察等と連携し、輸送経路に当た

る国管理道路の状況を把握し、必要に応じて啓開を行う等により、輸

送経路を確保する。

□（地方運輸局、神戸運輸監理部）被災府県からの要請に基づき、府県

トラック協会、府県倉庫協会、海上運送事業者、港湾運送事業者、道

路運送事業者及び鉄道事業者に対して緊急輸送の協力要請を行う。

□（地方航空局）被災府県からの要請に基づき、空港管理者及び航空運

送事業者に対して緊急輸送の協力要請を行う。

c 海上保安庁 □被災府県からの要請に基づき、自ら保有する船舶、航空機等を用いて

緊急輸送活動を実施する。

d 自衛隊 □被災府県からの要請に基づき、自ら保有する車両、船舶、航空機を用

いて輸送支援等を行う。

e 資源エネルギー庁、

経済産業局

□被災府県からの要請に基づき、燃料（ガソリン、軽油）について、関

係業界団体の協力を得る等により、その供給の確保を図る。

＜留意事項＞

（孤立集落対策）

①孤立集落の発生を防ぐため、こうしたおそれのある地区を対象に、衛星携帯電話の配備、ヘリ

コプター臨時発着場の確保等の孤立集落対策を事前に講じるよう努める。

②孤立集落が発生した場合は、ヘリコプターにより物資又は人員を輸送するとともに、衛星携帯

電話等により通信手段を確保する。

（効率的な人員輸送）

③人員の輸送に当たっては、近隣の応援府県・市町村と乗り合わせるなど効率的な輸送を心がけ

る。

（自衛隊による輸送支援）

④自衛隊による輸送支援等は、自衛隊の活動が人命救助を第一優先とするため、人命救助等の状

況により、支援の可否や輸送量等に幅があることに留意するとともに、自衛隊の能力・特性を

踏まえた支援調整が必要である。

（高度道路交通システムの活用）

⑤輸送経路の把握に当たっては、（特非）ＩＴＳ ＪａｐａｎによるＥＴＣを利用した高度道路交

通システムの活用が可能である。
※ＩＴＳ（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システム）とは、人と道路と自動車の間で情

報の受発信を行い、道路交通が抱える事故や渋滞、環境対策等の課題を解決するためのシステム。

（航路の活用）

⑥定期航路の確認においては「フェリー・旅客船ガイド」（㈱日刊海事通信社）が参考となる。
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１－３ 応援要員の派遣
［関西防災･減災プラン地震･津波災害対策編関係箇所 p.49］

（１）基本方針

広域連合及び構成団体は、連携県、市町村等と連携し、被災市町村及び被災府県において必

要な災害対策業務及び当該業務の実施に必要な応援要員の人数等を的確に把握し、市町村及び

関係機関・団体と連携して速やかに応援要員を派遣する。

（２）応援内容

時 期 応援要員の派遣
物資・資機
材の供給 その他

初 動 期

(発災から概ね３日間)

＜主な要員＞
○医療対策要員
・救護班
・ドクターヘリ

― ―

応急対応期

（避難所期）

・

復 旧 期

（仮設住宅期）

＜主な要員＞
○避難所運営支援要員
○物資集積・配送拠点運営要員
○保健・医療・福祉連絡要員
○被災者の心のケア要員
○応急仮設住宅整備要員
○社会基盤施設復旧要員
○災害廃棄物処理計画策定要員
○被災者生活支援窓口要員
○被災市町村事務全般支援要員（家屋被害調査、罹災
証明書の発行、市町村税の減免事務等の応援）

○教員（教育支援要員）
○文化財緊急保全要員
○ボランティア統括コーディネーター

― ―

※「初動期」に掲載した要員は、引き続き「応急対応期・復旧期」でも活動するが再掲は省略する。

中
長
期
派
遣

短
期
派
遣

※国等の関与により派遣調整が行われる要員
○救助・救急対策要員
・警察災害派遣隊（即応部隊）（警察庁）
・緊急消防援助隊（消防庁）

○医療対策要員（DMAT（厚生労働省））
○給水車､給水要員（(社)日本水道協会）
○被災建築物応急危険度判定士

（近畿被災建築物応急危険度判定協議会）
○被災宅地危険度判定士（国土交通省）

※国が派遣する要員
○自衛隊
○海上保安庁
○被災文教施設応急危険度判定士（文部科学省）
○災害対策現地情報連絡員(リエゾン)(国土交通省)
○緊急災害対策派遣隊(TEC-FORCE)(国土交通省)

※国等の関与により派遣調整が行われる要員
○警察災害派遣隊（一般部隊）（警察庁）
○水道復旧要員（(社)日本水道協会）
○下水道復旧要員（(公社)日本下水道協会）
○農地・農業用施設復旧要員（農林水産省）
○海外からの派遣（外務省）
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（３）フォーメーション

警察庁
消防庁
厚生労働省
国土交通省
農林水産省
文部科学省
外務省

被
災
市
町
村
以
外
の
市
町
村

被災市町村 応援市町村

・必要な業務、応援
要員の把握

・応援要員の派遣要
請

・業務の割当て
・執務スペースの確

保及び提供 等

・情報収集
・府県間調整
・広域機関との

調整 等

国出先機関

警察災害派遣隊
緊急消防援助隊
自衛隊
海上保安庁
ＤＭＡＴ

・必要な業務、応援
要員の把握

・応援要員の派遣要
請

・業務の割当て
・執務スペースの確

保及び提供 等

・情報収集
・応援要員の確保
・宿泊施設、交通

手段の確保
・応援要員の派遣

等

広域団体･企業･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等応援協定ﾌﾞﾛｯｸ等

九州地方知事会
中部圏知事会
全国知事会

※2 政府現地対策本部が設置された場合は、同本部を通じて支援を要請する。

(社)日本水道協会
近畿被災建築物応急
危険度判定協議会
(公社)日本下水道協
会

※1 被災府県は広域連合に応援内容を連絡する。ただし、カウンターパート方式の場合は、自府県を割り当てられた応援府県・政令市に応援内容
を連絡する。

被災府県 応援府県 広域実動機関 中央省庁

被災府県内

避
難
所
・
被
災
者

広域連合

地方整備局
（リエゾン）
（TEC－FORCE）
地方航空局
（リエゾン）
（TEC－FORCE）
地方農政局

・情報収集
・応援要員の確保
・宿泊施設、交通

手段の確保
・応援要員の派遣

等

派遣

調整

調整

要請

派遣

派遣

応援内容の連絡※1

対処

ニーズ

派遣

要請

要請※2

派遣
要請※2

派遣､調整

調整

調整

要請

広域連合
応援府県･政令市
現地支援本部

応援府県･政令市
現地連絡所

調整

調整

調整

要請

派遣

派遣

状況
連絡

要請

要請

派遣
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（４）オペレーション

応援要員の派遣要請及び派遣については、原則として次の手順によるが、国等が関与して派

遣調整を行う分野など別の定めによる分野については、この限りではない。

なお、国等が関与して派遣調整を行う場合でも、広域連合は、国等に対し、広域連合が定め

た応援の割当て（カウンターパート）への配慮を求めるものとする。

a 必要な応援要員
の把握

a 必要な応援要員
の把握

a 情報収集 a 情報収集 a 情報収集

b b b 府県間調整
【様式2-2】

b 応援要員の確保 b 応援要員の確保

b 応援要員の確保
※同一府県を応援
する府県と調整

b 府県間調整
（他の被災府県
を応援する府県
と調整）

・
《不足の場合》
職種、活動内
容、人数、期
間、場所を連絡

・
《不足の場合》
応援要員の派遣
要請（職種、活
動内容、人数、
期間、場所）

a
b
応援協定ブロック
全国知事会

c 宿泊施設及び交
通手段の確保

c 宿泊施設及び交
通手段の確保

c 業務の割当て

c 業務の割当て d 応援要員の派遣 d 応援要員の派遣

d 執務スペースの
確保及び提供

d 執務スペースの
確保及び提供

※必要に応じて宿
舎等の確保及び
提供

※必要に応じて宿
舎等の確保及び
提供

c 応援実績の取り
まとめ及び公表
【様式5】

e 応援実績の報告
【様式4-1】

e 応援実績の報告

※国等の関与により派遣調整が行われる分野、国が派遣する分野

派遣要請 派遣要請

※広域連合（カウンターパート方式の場合：被災府県）は、応援府県に応援内容を連絡する場合は、当該応援府県内の応援政令市にも
同内容を連絡する。

応援要員の派遣
要請（職種、活
動内容、人数、
期間、場所）

②被災府県

〔救助･救急〕
・警察災害派遣隊（警察庁）
・緊急消防援助隊（消防庁）
・自衛隊
・海上保安庁

〔医療〕
・DMAT（厚生労働省）

〔給水〕
・(社)日本水道協会

〔被災建築物応急危険度判定〕

・近畿被災建築物応急危険度判定

協議会

〔社会基盤(公共土木施設)〕
・リエゾン（国土交通省）
・TEC-FORCE（国土交通省）

〔社会基盤(水道)〕
・(社)日本水道協会

〔社会基盤(下水道)〕
・(公社)日本下水道協会

〔社会基盤(農地・農業用施設)〕

・農林水産省
〔海外からの支援の受入れ〕
・外務省、内閣府

⑥関係広域機関等④応援府県 ⑤応援市町村

（カウンターパート方式）

③広域連合①被災市町村

応援内容の連絡
（職種、活動内
容、人数、期
間、場所の取り
まとめ）
【様式2-2】

派遣
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① 被災市町村の業務

項 目 内 容

a 必要な応援要員の把

握

□当面必要な業務を確認し、当該業務の実施に必要な応援要員に関する

情報（職種、活動内容、人数、期間、場所等）を把握する。

□市町村役場内の職員配置を組み替え、可能な限り、災害対策部門に人

員を集中させる。

□特定の課や班に業務が集中し災害対応が滞ることのないよう業務分

担に配慮する。

b 応援要員の派遣要請 □人員の不足が見込まれる場合は、必要とする応援要員に関する情報

（職種、活動内容、人数、期間、場所等）をもとに、被災府県に応援

要員の派遣を要請する。

c 業務の割当て □応援要員が交替すること等を考慮しながら、業務が効率的に実施され

るよう応援要員に業務を割り当てる。

d 執務スペースの確保

及び提供

□応援業務の実施に必要な執務スペースを確保し提供する。

□必要に応じて、可能な範囲で応援要員のための宿舎等を確保する。

② 被災府県の業務

項 目 内 容

a 必要な応援要員の把

握

□当面必要な業務を確認し、当該業務の実施に必要な応援要員に関する

情報（職種、活動内容、人数、期間、場所等）を把握する。

□府県庁内の職員配置を組み替え、可能な限り、災害対策部門に人員を

集中させる。

□特定の課や班に業務が集中し災害対応が滞ることのないよう業務分

担に配慮する。

□被災市町村の人員の不足が見込まれる場合は、管内市町村に応援要員

として職員の派遣を要請する。

b 応援内容の連絡 □人員の不足が見込まれる場合は、被災市町村及び被災府県が必要とす

る応援要員に関する情報（職種、活動内容、人数、期間、場所等）を

取りまとめ、応援要請内訳書１（様式２－２）により、広域連合（カ

ウンターパート方式の場合：幹事府県）に連絡する。

c 業務の割当て □応援要員が交替すること等を考慮しながら、業務が効率的に実施され

るよう応援要員に業務を割り当てる。

□応援市町村の派遣申し出を取りまとめ、管内市町村への応援要員の振

り分けの調整を行う。

d 執務スペースの確保

及び提供

□応援業務の実施に必要な執務スペースを確保し提供する。

□必要に応じて、可能な範囲で応援要員のための宿舎等を確保する。

③ 広域連合の業務

項 目 内 容

a 情報収集 □現地支援本部等を通じて、被災地のニーズを把握し、応援府県と情報

を共有する。

b 府県間調整 □被災府県から応援内容の連絡があったとき又は情報収集の結果によ

り応援が必要と判断されるときは、府県に派遣可能人数を確認の上、

応援計画内訳書１（様式２－２）により応援計画を作成し、被災府県

及び応援府県へ連絡する。

（カウンターパート方式の場合）

□幹事府県から応援要員を確保できない旨の連絡があったときは、他の

被災府県を応援する幹事府県に応援要員の派遣を依頼する。

□必要に応じて、被災府県・市町村と応援府県・市町村の組み合わせに

ついて、国、全国知事会、全国市長会、全国町村会等に配慮を求める。
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□構成団体・連携県で応援要員を確保できない場合は、各協定等に基づ

き、他の地方ブロック、全国知事会等の関係広域機関へ応援を要請す

る。

c 応援実績の取りまと

め及び公表

□応援府県の応援実績を取りまとめ、報道発表資料（様式５）により公

表する。

④ 応援府県の業務

項 目 内 容

a 情報収集 □現地支援本部及び現地連絡所等を通じて、被災地のニーズを把握し、

広域連合と情報を共有する。

b 応援要員の確保 □広域連合（カウンターパート方式の場合：被災府県）から応援内容の

連絡があったとき又は情報収集の結果により応援が必要と判断され

るときは、管内市町村と連携し、応援要員を確保する。

□カウンターパート方式の場合において、同一府県を応援する府県・政

令市で応援要員を確保できない場合は、幹事府県がその旨を広域連合

へ連絡する。

c 宿泊場所及び移動手

段の確保

□宿泊場所及び移動手段を確保する。移動に当たっては、同一府県を応

援する府県、管内市町村等と乗り合わせて往来する等、効率的に行う。

d 応援要員の派遣 □応援要員、宿泊場所、移動手段が確保でき次第、応援要員を派遣する。

□必要に応じて、管内市町村の被災市町村への派遣先の調整を行う。

e 応援実績の報告 □派遣状況を適正に管理し、広域連合から依頼があった場合は、応援実

績報告書１（様式４－１）により派遣状況を報告する。

⑤ 応援市町村の業務

項 目 内 容

a 情報収集 □応援府県等を通じて、被災地のニーズを把握する。

b 応援要員の確保 □応援府県等から要請のあった応援要員を確保する。

c 宿泊場所及び移動手

段の確保

□宿泊場所及び移動手段を確保する。移動に当たっては、同一府県を応

援する府県、管内市町村等と乗り合わせて往来する等、効率的に行う。

d 応援要員の派遣 □応援要員、宿泊場所、移動手段が確保でき次第、応援要員を派遣する。

e 応援実績の報告 □派遣状況を適正に管理し、応援府県から依頼があった場合は、派遣状

況を報告する。

⑥ 関係広域機関等の業務

機関・団体名 内 容

a 応援協定ブロック □広域連合からの要請に基づき、応援要員を確保し、被災府県又は被災

市町村へ派遣する。

b 全国知事会 □広域連合からの要請に基づき、全都道府県へ広域応援を実施する旨を

連絡し、応援県を被災県ごとに個別に割り当てる対口支援方式を基本

として被災県に対する広域応援実施要領を作成し、全都道府県に広域

応援の内容を連絡する。

□上記の広域応援実施要領で被災県を応援することとされた都道県は、

応援要員を確保し、被災府県又は被災市町村へ派遣する。

※国等の関与により派遣調整が行われる分野及び国が派遣する分野の関係広域機関等の業務につ

いては、それぞれの分野の節で記載する。

＜留意事項＞

（派遣形態）

①自治体間の職員派遣の形態は、地方自治法第 252 条の 17 の規定による派遣（中長期派遣）を
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行うことが適当な場合を除き、派遣元自治体の公務出張（短期派遣）とし、その期間は概ね最

長１か月とする。

②地方自治法第 252 条の 17 の規定による派遣の場合は、派遣職員の職・氏名、従事予定業務、

派遣期間等について定めた派遣職員の取扱いに関する協定（p.62 参照）を派遣元自治体と派遣

先自治体との間で締結する。

（必要な要員数の確認）

③被災府県・市町村が、地方自治法第 252 条の 17 による派遣を求める場合は、応援要員の要請

人数等の算出根拠がわかる事業概要等を整理した上で、職員派遣を要請する。

（応援自治体との連携）

④被災者の救援は被災府県・市町村の責務であることから、応援府県・市町村に全てを任せると

いった、いわゆる丸投げにならないよう留意する。

（自己完結型の派遣）

⑤応援要員の派遣にあたっては、応援要員が消費又は使用する物資を携行させる等、できる限り

派遣先自治体の負担とならないよう配慮する。

（連続性のある派遣）

⑥被災府県・市町村の負担を減らす観点から、１週間程度の連続した期間の派遣が望ましく、ま

た、半数ずつ交代するなど現地で応援要員同士が引継ぎを行えるような継続的な派遣が望まし

い。さらに、市町村は市町村を、府県は府県を支援できるよう調整する必要がある。

（プッシュ型の派遣）

⑦応援府県・市町村は、応援要員のニーズの情報が得られない被災地についても、被災状況、避

難者数等の可能な限りの入手情報等に基づき、被災地からの要請がなくても応援要員を確保し

送り込む「プッシュ型」の要員派遣の実施を遅滞なく判断する。

⑧「プッシュ型」の要員派遣については、被災府県・市町村の被災状況を踏まえ、被災地に負担

をかけないよう配慮しつつ、十分な人員が速やかに充足されるよう積極的に実施する。

⑨「プッシュ型」の要員派遣の継続が被災地の府県・市町村の主体的な災害対応を妨げることの

ないよう、要請に基づく「プル型」の派遣への切替えを早く行う努力をする。
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＜参考：過去の大規模広域災害における応援職員の派遣状況＞

○平成 23年台風第 12号における応援都道府県・市町村の職員派遣状況
派 遣 先

年 度 職 種 和歌山県内 奈良県内 合 計

平成23年度 土木職 29 人 8 人 37 人

平成24年度 土木職 8人 8人 16 人

出典：関西広域連合広域防災局調べ

○阪神・淡路大震災における応援都道府県・市町村の職員派遣状況

出典：阪神・淡路大震災－兵庫県の１年の記録（平成８年６月 兵庫県）
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○東日本大震災における応援都道府県・市町村の職員派遣状況

※調査対象団体…全地方公共団体
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出典：総務省ホームページ
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＜参考：派遣職員の取扱いに関する協定書（例）＞

派遣職員の取扱いに関する協定書（例）

□□大震災に係る△△県の復旧事業等に従事するため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第

252 条の 17 の規定に基づき、○○県から△△県に派遣される職員（以下「派遣職員」という。）の

身分取扱い等について、○○県知事（以下「甲」という。）と△△県知事（以下「乙」という。）は、

次のとおり協定する。

１ 派遣職員の職・氏名及び主たる従事予定業務等

別紙のとおり

２ 派遣期間

派遣期間は別紙のとおりとする。ただし、必要があるときは、甲乙協議のうえその期間を延長

し、又は短縮することができる。

３ 身分

(1) 乙は、派遣職員を派遣職員が○○県において保有する職と同等と認める職に併任するものと

する。

(2) 甲又は乙は、派遣職員について派遣又は併任の発令をしたとき及び発令事項に変更があると

きは、速やかに発令事項を相互に通知するものとする。

４ 給与

(1) 派遣職員の給料（給料の調整額及び教職調整額を含む。）、扶養手当、地域手当、住居手当、

初任給調整手当、単身赴任手当、超過勤務手当、管理職員特別勤務手当、夜勤手当、休日給、

給料の特別調整額（管理職手当）、期末手当及び勤勉手当は、○○県がその関係規程に基づい

て支給する。

(2) 派遣職員の通勤手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。）、へき地手

当（これに準ずる手当を含む。）、宿日直手当、寒冷地手当及び災害派遣手当は、△△県がその

関係規程に基づいて支給する。

(3) 派遣職員の退職手当は、○○県がその関係規程に基づいて支給する。

５ 旅費

派遣職員の赴任旅費及び帰任旅費並びに派遣期間中の旅費（専ら○○県の用務によるものを除

く。）は、△△県がその関係規程に基づいて支給する。

６ 勤務時間等

派遣職員の勤務時間、休日、休暇等については、△△県の関係規程を適用する。

７ 服務

(1) 派遣職員の服務については、△△県の関係規程を適用する。

(2) 派遣職員の職務専念義務の免除の承認及び営利企業等の従事の許可については、甲乙協議の

うえ、△△県の関係規程を適用して、乙が行う。

８ 分限及び懲戒

派遣職員の分限処分及び懲戒処分は甲が行い、その事由、手続き及び効果については、○○県

の関係規程の定めるところによる。この場合において、処分を必要とする事由が生じたときは、

その都度甲乙協議するものとする。

９ 共済組合

(1) 派遣職員は、地方職員共済組合○○県支部所属の組合員とする。

(2) ○○県は、派遣職員に係る掛金を徴収し、これに見合う負担金とともに地方職員共済組合に

払い込む。

10 公務災害補償
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(1) 派遣職員の公務災害補償の手続等は、乙が行うものとする。

(2) 派遣職員に係る負担金については、○○県及び△△県が、４の(1)及び(2)の規定により支給

する給与の額に応じて、それぞれが地方公務員災害補償基金に払い込む。

11 研修及び厚生

派遣職員の研修及び厚生は、乙が行う。

12 健康管理

派遣職員の健康管理は、乙が行う。

13 勤務状況、健康状況等報告

(1) 乙は、派遣職員の勤務状況、健康状況等について毎月甲に報告するものとする。

(2) 甲は、派遣職員の勤務状況、健康状況等について、必要に応じ乙に報告を求めることができ

る。

(3) 派遣職員の身分、給与、健康状況等に変動があったときは、その都度甲乙が相互に通知する。

14 経費の負担

(1) ○○県が４の(1)の規定により支給した給与並びに９の(2)及び10の(2)の規定により払い込

んだ負担金に相当する額については、△△県が負担し、甲乙協議のうえ別に定める方法により、

○○県に負担金として納付する。

(2) △△県が４の(2)の規定により支給した手当及び５の規定により支給した旅費については、

△△県が負担する。

(3) ○○県が４の(3)の規定により支給する退職手当については、○○県が負担する。

15 その他

この協定書に定める事項に疑義が生じたとき又はこの協定書に定めるもののほか派遣職員の

身分取扱い等に関して必要な事項があるときは、甲乙協議のうえ定めるものとする。

この協定の証として本書２通を作成し、記名押印のうえ、甲乙各１通を保管するものとする。

平成 年 月 日

（甲）○○県

○○県知事 ○ ○ ○ ○

（乙）△△県

△△県知事 △ △ △ △

（別紙）

派遣職員 △△県における配属先

現所属 職 氏 名 年齢 配属先 職 従事予定業務
派遣期間


